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1.　はじめに
　近年アジアで目覚しい経済発展を遂げている中国を含む東アジア諸国で
は，資源管理や汚染防止等の環境保護と，持続可能な都市（循環型社会）
の構築に向け，国民の意識を高める為の法律や制度を策定・施行するなど，
環境取組を前進させる動きがみられる．アジア全般において増大する環境
負荷に対する懸念から，国レベルで様々な施策の実行，日本などの先進国
や国際機関によるODA，各種の二国間・多国間援助に基づく環境協力が
行われてきた．しかし，これらの諸取組が全体として環境負荷低減にどの
程度資するものであるかは必ずしも明らかにされていない．実際のところ，
東アジアにおける「国際協調に基づく政策枠組」では，たとえば酸性雨監
視のための「東アジア酸性雨モニタリングネットワーク」（EANET）1や
海洋保全のための「北西太平洋地域海行動計画」（NOWPAP）2など，複
数の取組が実施されている．しかしながら，東アジア地域全体で国際協調
による環境取組の活動は，EANETを中心とした環境モニタリングとデー
タの公開，情報交換のレベルに留まっており，地域が一体となり環境負荷
低減に資する制度の実現には課題が山積している．また，東アジアにおけ
る地域環境協力は，概ね関連の政策担当者や研究者間での討議事項となっ
ており，地域全体の環境データや研究成果等に関連する情報公開量が少な
いために，市民が参加する動きは限定的である．
　一方，欧州・バルト海沿岸諸国では，「国際協調に基づく政策枠組」が
進展している．例えば酸性雨については，「欧州大気評価プログラム」
（EMEP）3と抱き合わせる形で「長距離越境大気汚染条約」（CLRTAP）4 
を策定し，長距離越境大気汚染レジームを形成している．海洋・河川環境
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及び都市環境では，「ヘルシンキ委員会」（HELCOM）5が中心的な役割を
担い，海洋・河川環境及び沿岸都市の環境保護を目的とするヘルシンキ条
約を締結し，国家間レベル（上位地域）での環境協力を行う体制が整って
いる．さらに環境行動計画「バルティック21」（Baltic21）や「ローカル・
アジェンダ21」（LA21）の実施と，環境情報の公開により，自治体によ
る環境活動の展開，NGO等の多様なアクターが交流する市民社会を形成
するなど，「持続可能な都市（循環型社会）」の進展に資する下位地域協力
が飛躍的に進展している．バルト海沿岸諸国のような「上位地域」と「下
位地域協力」が進展し，「トップダウン（国際的機関・EU・国レベルによ
る体系的な環境枠組の提供）」と，「ボトムアップ（市民社会の参加）」が
うまく融合し機能している地域と，ボトムアップが極めて限定的な東アジ
ア地域との差は明らかである．
　本稿は，欧州・バルト海沿岸諸国における東西冷戦期と冷戦後，バルト
三国とポーランドがEUに加盟した2004年以降の環境取組を中心に，同地
域における地域環境協力の発展経緯を明らかにし，「国際協調に基づく政
策枠組」と地域環境協力について詳しく述べる．さらにバルト海の環境レ
ジーム形成について，外在的要因（トップダウンの環境枠組）と内在的要
因（ボトムアップの市民参加）の両面からの分析結果について概説する．
特にNPO・NGO，市民レベルでのボトムアップにより環境協力が進展し
た要素・要因について考察し， 東アジアにおける新興国，発展途上国を包
含する同地域の環境協力の進展に向けた今後の可能性について論じる．
　
2.　地域環境協力の分析の視点
　東アジアにおける地域環境協力による環境改善に向けた検討を行う上
で，国家間の環境協力政策と環境行動計画における取組を分析し，その政
策形成プロセス，遵守・実行状況，有効性を研究し，地域環境制度の効果
を検証することは重要な視点である．国家間における環境協力の進捗状況
については，政策・制度，ルール，規範に関する評価手法の一つとして環
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境レジームの枠組とその形成過程を分析し，レジーム形成の特徴，問題点
と課題，実効性について評価を行い，地域環境制度の体系化とそれにかか
わるアクター（ステークホルダー）の役割について詳しく検証する必要が
ある．そしてボトムアップによる市民参加型の地域環境協力については，
自治体やNGO等の取組と役割，持続可能な都市（資源循環型社会）形成
の手法等について先進事例の分析結果から示唆を得ることは有効である．
そこで地域環境協力が進展している欧州・バルト海沿岸諸国の「持続可能
な発展と開発」の実現に向けた取組事例は，東アジアにおける地域環境協
力と地域環境制度の形成と発展を考える上で重要であるという認識に立
ち，同地域で1972年に開催されたストックホルム会議以降の地域環境協
力における取組を中心に「東西冷戦期（1998年以前）」「東西冷戦後（1998
年以降）」「EU加盟後（2004年以降）」に分類し，環境レジームの枠組と
形成過程，自治体・NGOを中心とする環境取組と地域環境協力について
以下に論じる．
　
2.1　欧州・バルト海沿岸諸国における地域環境協力の特徴
　欧州・バルト海沿岸諸国において国家間で進展がみられた地域環境協
力（Regional Environment Cooperation）は，現在でこそEU統合を旗印に
東側諸国（旧社会主義国）を含む多国間の環境協力政策の枠組みを構築し
発展させている．しかし1990年以前は，東西冷戦下において政治・経済・
外交に関して厳しい対立構造におかれていた国々であった．このように東
西冷戦状況下にあったバルト海沿岸諸国では，1960年代後半に冷戦の障
壁を乗り越え，現在の地域環境協力の基盤となる国際条約及び地域環境制
度の枠組みを構築し，東側諸国からの国際協力体制への参加がみられた．
このような環境取組が進んだ結果，バルト海沿岸諸国における環境政策は，
1989年のベルリンの壁の崩壊後，1991年にバルト三国（エストニア，ラ
トビア，リトアニア）の独立を契機に，「地域環境協力と環境政策」＋「持
続可能な発展のための地域戦略」という形で大きな進展をみせた．バルト
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海の海洋環境保護と改善を目的とした地域環境協力の枠組みが構築された
発展過程を中心に，東西冷戦期から東西冷戦の終焉，そして現在に至る歴
史的経緯，政治・経済状況，科学的根拠に基づく研究の進展，バルト海沿
岸諸国における環境レジームの形成によって地域環境協力を推進すること
ができた．同諸国における環境協力の特徴は，地球温暖化対策や生物多様
性に関する問題等を議論する国際機関が調整役を担うグローバルな国際協
力の枠組に対し，EUやバルト海沿岸諸国のような関係する特定の地域の
協力枠組が存在している．バルト海沿岸諸国の地域協力においては，各国
において実施される政策，法的ルール，さらに自治体における環境取組の
中で，一つの国家だけで解決することができない越境大気汚染や海洋汚染
の問題等，近隣諸国に影響を及ぼし，国境を越えた諸問題に対して地域の
課題として環境政策・制度，ルール，規範が作られ，国家間を超えた環境
取組とそれを推進する上で不可欠となる地域情報の発信と共有，人材育
成とその為の環境教育，政策・制度と教育が連動した形で国家・自治体・
NGO・市民といった「縦と横の関係」をつなぐネットワークの構築が図
られている.さらにEUが資金提供する環境協力プロジェクトも継続的に実
施され，国を超えた統合的な動きに大きな影響を与えた．すなわちバルト
海沿岸諸国における地域環境協力の特徴は，環境取組の実施主体が政府
（governmental）による上位協力から自治体（local government）や非政府
（non-governmental）機関が主体となる下位地域協力（sub-national）へと
広がりをみせたこと，下位地域協力という「政府―都道府県―地方自治体」
からなる国家を超えた協力関係が進展して多国籍化し，旧東欧諸国が西欧
化したことによって大きな変貌を遂げたことにある6．
　
2.2　欧州・バルト海沿岸諸国の市場経済移行国の動向
　現在の東アジアは，経済発展段階及び経済力，政治体制や教育，人口規模，
言語や宗教等が大きく異なる国々で構成されている．同様にバルト海沿岸
諸国も異なる経済と政治体制の国々で構成されている．同地域では，酸性
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雨の問題を含む越境大気汚染防止，バルト海の海洋環境保護のいずれの問
題についても東西冷戦の最中の比較的早い時期に地域環境協力の政策枠組
について合意し，地域環境協力が東西の緊張緩和，ソ連邦崩壊，冷戦締結
に伴うバルト三国等の市場経済への移行，EC ／ EUによる地域統合と東
欧への拡大といった時代の変化の中で，長い時間の経過と段階を経て科学
的研究や環境政策の対象範囲を広げ，国内の環境対策，地域環境協力を進
展させており一定の成果を得ている．従来，市場経済移行国のEU加盟に
関する議論は，経済や外交・安全保障，エネルギーの安定確保という視点
から説明されてきた．しかし市場経済移行国にとって欧州連合への加盟に
おける重要な課題の一つは，国内の環境改善と制度改革による国際的信用
の回復であり，バルト海における環境改善という国際問題の解決がEU加
盟を目指していたバルト三国やポーランド等の国にとって不可欠な問題と
して認識されていた点である．バルト海沿岸諸国の市場経済移行国を包含
する環境協力の手法は，制度面の不備や改革が遅れているこれらの国にお
いて，少なくとも環境の取組を進展させる上で有効な手段であったとみる
ことができる．このことは政治的イデオロギーの異なる東アジアの地域環
境協力を進める上で示唆を与えている．
　
3.　バルト海の概要
　バルト海沿岸諸国とは，バルト海に面したデンマーク，フィンランド，
ノルウェー，スウェーデン，ドイツの西側先進国と，旧社会主義国のバ
ルト三国（エストニア，ラトビア，リトアニア），ポーランド，北西ロシ
アからなる10カ国で構成される（図表１参照）．当地域は世界でも有数の
工業と農業地帯であるが，集水域内の人口はわずか8,500万人程度である．
バルト海の北側に位置するスカンジナビア半島は，全土の約３分の１が北
極圏に属し，また全土の約70％が森林に覆われた平均標高150ｍの丘陵地
で，ノルウェーやスウェーデンの北西部には標高1,000ｍから2,000ｍの山
岳地帯となっていて，バルト海に向かってなだらかに傾斜している．バ
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ルト三国の地形は標高300ｍ以下の平
坦地で，湿地帯が広がり大小の湖沼が
散在する．ドイツ，ポーランド東部は
おおむね平坦な地形になっている点が
特徴で，耕地面積の割合がデンマーク
55.9％，次いでポーランド47.4%，リ
トアニア46.4%，ドイツ34.5%で集約的
な農業地帯である．そしてフィンラン
ドとスウェーデンは，国土全体の約６
割が森林に覆われ耕地面積が少ない．
国土面積に占める湖沼を中心とする水域の割合がフィンランドで9.9％，
スウェーデン8.5％，エストニア6.3％と高い．これは洪積世の氷食によっ
てフィンランドに約６万，スウェーデンに９万以上の湖沼が点在している
からであり，“森と湖の国”と呼ばれ所以である．バルト海全体の表面積
は41万5千㎢で，海水量約2万2千㎦，平均水深52ｍ，最深459ｍである．
3.1　バルト海の汚染状況に関する共通認識の醸成
　バルト海は，バルト海沿岸諸国にとって発電，給水，輸送，漁業，レク
リエーションなどの利用に重要な役割を果たしている．特徴は，１）河川
による流量が多くバルト海の大部分が淡水である，２）北海から流入する
深層水の流れが海底に海水を運び入れている，３）内海で容量が少ない上
に流入水の滞留期間が約30年と長く，環境汚染・汚濁に対し脆弱である，
４）近年富栄養化が進み，その対策に追われている，ということが挙げら
れる．
　バルト海の汚染は1970年代にピークに達している．汚染・汚濁の発生
源は，都市排水や工業・農業からの排水，船舶からの交通公害，大気汚染，
沿岸周辺の汚染の影響が主たる原因とみられている．バルト海沿岸諸国は，
パルプ・製紙工場，精密機器，化学製品，肥料工場等の産業集積地で，フィ
図表１　バルト海沿岸諸国
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ンランド，スウェーデン，ポーランド，ロシアが面している部分で水銀，
カドミウム，栄養塩，鉄，亜鉛，鉛等の重金属が大量に排出されて汚染を
引き起こす原因となった．とりわけポーランド，ロシア，バルト三国の河
川から流出した重金属汚染物質が海洋環境に多大な影響を及ぼした．また
窒素やリンの発生がバルト海の富栄養化，プランクトンの大量繁殖，海水
の含有酸素量の減少を進行させた．ラトビアの首都近くのリガ湾では，不
十分な処理廃液がバルト海に流入したことで，1990年代に海水浴場が閉
鎖される事態が発生している．バルト海で富栄養化が進む一方，重金属，
有機塩素化合物，石油等の有害物質による沿岸海域の複合的な汚染が，よ
り事態を深刻化させた．この他の発生源では，大気からの流入が指摘され
ており，バルト海沿岸諸国以外のイギリス，フランス，オランダ，チェコ，
スロバキアからの越境大気汚染の影響が原因の一つであった．
　各国の窒素排出量について細かくデータをみると，1980年代後半の数
値と95年の数値を比較した場合に最大の汚染排出国であるポーランドで
は，80年代後半の排出量約16万トンから95年の約12万トンまで減少（▲
23.7%）した．しかしポーランド一国で10万トン以上の窒素をバルト海に
排出しており，ポーランドの排出量削減，環境負荷軽減が同地域における
優先課題となる．バルト海への窒素の流入経路を同様に95年データでは，
河川からの流入が全体の6割以上を占め，大気からの流入量が2割以上を
占める．窒素の多くは沿岸都市からの流入で，90年は18万トンを越える
量が排出されていた．バルト海に流入したBOD，窒素総量，リン総量を
各国別・流入経路別（95年度データ）は，バルト三国とポーランドの都
市排水や産業排水のかなりの量が未処理のまま放出されたために，都市排
水の整備が急ピッチで進められている．
　さらに農業との関係では，バルト海の水質汚染・汚濁と極めて密接な関
係にあった．1970年から98年までの農業で使用される肥料の使用量を窒
素とリンに分けて推移をみると，窒素肥料の使用量は80年から85年頃が
ピークで，その後90年以降に減少傾向へと転じている．またリン肥料の
横浜市立大学論叢人文科学系列　2016：Vol.67　№ 1
70
使用量は75年頃にピークに達した後減少傾向へと転じ，95年にはピーク
時の約5割まで削減している．しかし95年以降になって減少する傾向は止
まった状態となった．これを1990年から99年までの各国の重金属の排出
量を比較すると，バルト海沿岸諸国で削減すべき重金属を優先すべき物質
として鉛，カドミウム，水銀に絞り込んで削減を進めた結果，ロシア，ポー
ランドを除いて大幅な削減がみられた．このようにバルト海の汚染発生源
について概観した結果，都市からの排水・下水処理対策，旧社会主義国家
における都市の再開発等による環境への影響が最大の汚染原因であった．
とりわけポーランドでは都市排水，工場廃水が未処理のまま河川に流入し
た問題，そしてデンマークなどでも大量の農薬使用による海洋への影響等
が科学的に検証されたことにより，環境改善と環境保護が沿岸諸国におけ
る共通問題，共通課題として認識されるに至ったとみられる．
　
3.2　バルト海洋環境保護委員会（ヘルシンキ委員会）
　バルト海の海洋環境保護にあたっては，「バルト海洋環境保護委員会」
（HELCOM）（以下HELCOMという）を中心に取組が進められている．
HELCOMは1974年に採択された「バルト海沿岸諸国の海洋環境保護に関
する議定書」（Convention on the Protection of the Marine Environment of 
the Baltic Sea Area）の締約国，デンマーク，エストニア，フィンランド，
ドイツ，ラトビア，リトアニア，ポーランド，ロシア，スウェーデンの9
カ国とEU事務局で，年1回の委員会開催を義務とした．HELCOMの事務
局体制は，締約国の環境省，環境保護省等から出向者が中心で，事務局は
フィンランドのヘンルシンキに置かれている．1980-94年までの活動体制
は，４つの委員会とプログラム実行委員会によって構成された．予算額は
1981年の年間予算125万FIM（ユーロ導入前の通貨フィンランド・マルカ）
で， 93年から910万FIMに大幅に増額された．この増額の理由は，1992年
から実施された「バルト海包括的環境行動計画」（JCP：Baltic Sea Joint 
Comprehensive Environmental Action Programme）に伴う予算であった．
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HELCOMの役割は関係各国に対する化学物質排出・放出制限，化学物質
の処理方法，技術に関する詳細な情報を開示し，汚水処理施設，パルプ・
製紙産業からの排出，農業からの汚染物質の流入防止に関する国際的な規
制である．主な内容は，１）カドミウム，水銀，鉛等の排出阻止と削減，２）
有毒な化学物質（DDT，PCB，PCT類）の生産，取引，使用の段階的な
停止を目的としている．しかしながら，これらの改善策の実行に関しては
各国の権限に委ねられていることが，バルト海沿岸諸国における地域環境
協力の特徴といえよう．
　
3.3　HELCOMを中心に環境協力が進んだ背景
　HELCOMの活動は，海洋地域の汚染防止と制限，陸上・海洋を問わず
海洋環境に係わる全ての有害な汚染に対する監視活動を行っている．バル
ト海周辺国の汚染状況を監視する理由は，バルト海流域の土地利用状況等
をみると明確である．バルト海の集水域の土地利用状況では，森林の割合
がバルト海北部で最も高い．農耕地はデンマーク周辺のベルト地帯及び
バルト海本海に位置するフィンランド南部，スウェーデン南部，エストニ
ア，ラトビアの平坦な土地に集約される．バルト海の集水域の人口構成は，
１）大都市，２）小規模都市，３）農村，に分類して比較した結果（1990
年）では，ポーランドの人口密度の割合が最も高く，大都市が35.9％，小
規模都市41.2％，農村が58.5％である．バルト海沿岸諸国を人口構成でみ
ると，その大部分は旧社会主義の国で占められている．人口規模から同地
域をみると，北欧諸国やドイツにとって旧社会主義国との環境協力の関係
なしに，バルト海の環境改善はあり得ない状況であったことはデータが示
している．
横浜市立大学論叢人文科学系列　2016：Vol.67　№ 1
72
（出所）Helcom の資料等より著者作成
図表２　バルト海集水域の土地利用状況
4．地域環境協力体制に向けた包括的な枠組の構築
4.1　地域環境協力の発展経緯
　当該地域において地域協力に関する枠組みが醸成されてきた経緯をみる
と，1960年以前までは，デンマーク・西ドイツ（北大西洋条約機構加盟
国）・ソ連・東ドイツ・ポーランド（ワルシャワ条約機構加盟国），フィン
ランド・スウェーデン（非同盟中立国）等，国際政治の対立で環境政策は
三者三様の方向を向いていたことから，バルト海の海洋環境問題について
各国が共通な利害関係をもつ問題とはいえ，地域環境協力を行う素地はな
かった．しかし1960年代に入り，62年にバルト海鮭保存条約，69年に油
濁公海措置条約，油濁民事責任条約の締結，70年代にバルト海の海洋汚
染がピークに達したのを契機に海洋汚染の削減，海岸・海洋保護に関する
協議する場が持たれている．その後74年に北欧環境保護条約が締結され，
HELCOMがフィンランドのヘルシンキに設置され，沿岸7カ国で「バルト
海海洋環境保護ヘルシンキ条約」が締結された．ヘルシンキ条約では特定
の海洋地域の汚染の防止と制限を目的とし，陸上・海洋を問わずあらゆる
種類の汚染に対する保護活動を実施することなどが盛り込まれている．こ
の1970年代は国連人間環境会議（ストックホルム）の開催，OECD環境
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政策の勧告，EC第１次環境行動計画（73-76年）が採択されるなど，現在
のEUにおける環境政策の統合とバルト海沿岸諸国との地域環境協力の枠
組みが構築されていく「準備・調整期」とみることができる．
　1980年代にはヘルシンキ条約発効とともに，HELCOMにおいて「年次
活動計画」（Activities of the Commission）が立案され，86年に最初のバ
ルト海海洋環境におけるアセスメント（80-85年）結果が報告されている．
その後アセスメント結果に基づき，翌87年に「第Ⅰ期（87-89年実施）バ
ルト海汚染負荷データ集 」（Pollution Load Compilation）が作成され，バ
ルト海の廃棄物の適正基準・ガイドラインが示されている．このようなデー
タに基づく科学的な検証プロセスが進んだ1980年代は，同地域で地域環
境協力の枠組を推し進める「調査研究・目標設定期」であった．バルト海
汚染負荷データ集では，水及び大気への点源汚染（Point Source）からの
放出量，非点源汚染（Non-point Source）からの汚染量の測定と計算により，
科学的な裏付けがなされた．この時期は西側諸国と社会主義体制の東側諸
国の外交が十分とは言い難い状況であったが，西側の研究者が中心となり
分析した環境データがバルト海周辺諸国の政治家等に環境問題・環境保護
の重要性を認識させ，国際的な場で科学的見地から議論する土壌を作り出
したと言える，地域環境協力の枠組を構築する上で重要な時期であった．
　1990年代に入ると「バルト海環境宣言」（90年）の採択，同年に「バル
ト海沿岸地域海洋環境の84-88年のアセスメント結果」の詳細な報告がな
されている．1991年にバルト三国が独立したのを契機に，92年「バルト
海包括的環境行動計画」（JCP）が採択され，バルト海沿岸諸国を健全な
生態学的バランスの状態に修復するための明確な行動計画に基づき，各
国政府，自治体，NGO，国際基金等の密接な協力関係が醸成されてい
る．同年にヘルシンキ条約の改正（98年発効），次いでEUの傘下で空間
計画と持続可能な開発を目的とした空間計画「2010年に向けた目標と戦
略 計 画 」（VISION & STRATEGIES AROUND THE BALTIC 2010＝
VASAB2010），1998年にバルト海の地域の特性に基づいた「バルティッ
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ク21（Agenda21 for the Baltic Sea region ＝ Baltic21）」が立案・採択さ
れた．この1990年代は国際協力推進機関，下位地域協力を推進する機関
に加えNGO等，現在活動する中心的な組織が設立している．各国政府・
自治体は，環境・経済・社会福祉・教育のバランスを均等に保つことに重
点が置かれ，文化的な交流・協力，情報・知識協力，技術移転，資金援助
等に係る具体的なプロジェクトの有機的な結束を推進力に個人や小集団，
自治体，国家レベルにおいて地域環境協力の枠組を拡大・発展させた時期
である．Kristine Kern and Tina Löffelsendは，1992年にリオデジャネイ
ロで開催された国連環境開発会議（地球サミット）における「アジェン
ダ21」と「リオ宣言」をきっかけに参加型の「ボトムアップアプローチ」
の導入が進んだとみている．
　
4.2　環境レジームを形成させる要素
　1960年代後半にバルト海沿岸諸国において地域環境協力及び地域環境
制度がどのように進展させることができたのか，この点を論証することが
東アジアの協力関係構築では不可欠である．地域環境協力を進める上での
第１段階は，地域環境協力が進んだ歴史的経緯と政治・経済的要因を明ら
かにすることにある．バルト海沿岸国に関係する包括的な動きの中で最も
重視すべきことは冷戦期の1980年代の動向である．なぜならば，この80
年代に実施された科学的データ収集や情報交換といった地道な取組の積み
上げが見過ごしてしまいかねない環境レジーム形成の根幹を作り上げた動
きだからである．1970年代から90年後半までの経緯を俯瞰的に理解する
ことは，東アジアにおける地域環境協力を進める上で重要な要素である（図
表3参照）．7
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　（出所）HELCOM 等の資料から著者作成
図表3　バルト海沿岸地域の環境に関する動向
　次に，バルト海沿岸諸国の環境レジーム形成を分析するためには，その
形成過程とレジームを成立させる要素に着目し，レジームを形成させるた
めの要素とは何か，環境取組や環境アクターの活動内容によってレジーム
がどのように変容し効果的なレジームに発展したのか等の視点から，〔1〕
東西冷戦下，〔Ⅱ〕東西冷戦後，に分類して分析を試みた．ここでの分析
の結果，環境レジームを形成させる要素は，（1）各国が議論する「場」の
設定（会議やワークショップ開催），（2）中核組織を設置，各国間の調整
を行う，（3）調査実施体制の整備（モニタリング，アセスメント），（4）
インベントリ （ー汚染源の特定，重点汚染対策箇所の特定）の明確化によっ
て各国に環境対策の変更を促す，（5）情報公開（情報共有化，ネットワー
ク拡大），（6）汚染メカニズムの開発（総合的なモデル構築，具体的な改
善計画策定），（7）改善目標・戦略策定（基準，行動計画策定），（8）手段・
実施（ガイドライン策定，行動計画立案，プロジェクト実施），（9）資金
メカニズム，技術支援，（10）実施評価（評価指標開発，評価結果の公開）
からなる10項目の要素がレジームを形成するとみられる（図表４参照）．
レジームを形成するこれらの要素は，東西冷戦終焉後に段階的かつ計画的
に整備されたことが，同地域で地域環境協力を進展させた原動力となった．
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特に国家間の環境協力政策，環境行動計画の策定と実施については，市場
経済移行国でも環境保護・改善に取り組むことを前提とした手段・手法が
採用され，実施段階でNGOとの連携が図られたこと，EUにバルト三国や
ポーランドが加盟できたことで，EUの環境基準に適合させていくという
大きな目標を遂行できたことが挙げられる．
図表4　地域環境レジームの枠組みと枠組みの特徴
レジームの枠組 枠組みの特徴
中核組織／条約
HELCOM設置
（1974年）
ヘルシンキ条約締結
（1974年，92年改定）
・ヘルシンキ条約は，バルト海沿岸地域の特定の国や地域を対象にした包括的枠
組条約で，緩やかな規範・規則に関する国際的な合意を成立させた．
・同条約は特定の海洋地域の汚染の防止と制限を目的とし，海洋・陸上に起因す
るあらゆる種類の汚染に対する保護活動の実施を規定し，構成国が協力的な行
動をとる仕組みを整備した．
・同条約は，バルト海沿岸地域各国の自主的な取組みと条約遵守を促すとともに，
各国の利害調整を図り，地域間の環境問題を解決する機能を有する．
活動計画
（協議：委員会）
・国家間を越えた環境行動計画の策定・実施にあたっては，経済移行国でも環境
改善・保全に取り組めるよう市場経済を前提とした手法が採られた．
・同計画は政府，民間企業，NGO等の利害関係者の参加により行われた．
調査研究
モニタリング
アセスメント
・各国が共有できる指標の作成，モニタリングの実施方法を採用した．
・各国のデータの質改善，適切な評価を行うために，締約国に対して汚染負荷量
データを作成する等の目的を明確にし，データの評価及び測定・収集方法の根
拠を明確にした．
・この結果，国家間の枠組を越えた環境協力を推し進める原動力となった．
インベントリー
ガイドライン作成
・構成国が包括的な枠組条約に基づき，実現可能な政策目標，有効な政策手段を
開発し，汚染の測定方法・指標の共有化・均質化ならびに環境情報・環境デー
タの公開を促進させた．
・各国は国内の法制度の改革・整備に着手した．
・各国が制度面での改革を実施することで，市場経済移行国でもリーダーシップ
を発揮できるなど，各国間の経済格差を補い，公平な価値観を浸透させた．
アクションプラン
環境行動計画締結
（1992年，98年改定）
バルティック21策定
（1996年）
・計画実施にあたっては，具体的な事業内容，資金メカニズム，活動内容を明確
化するなど，政策過程における透明性を高めた．
・各国が抱える環境汚染等の問題点及び問題箇所，環境改善に向けてどこから着
手すべきかを明確にした．
・持続可能な開発のための共通の地域目標を設定した「バルティック21」は，
人材育成，能力開発，市民の環境意識を高めるための取組み等を示した．
・この結果，自治体やNGO等の役割を明確にしたことが，市民社会のネットワー
クを構築する上での推進力となった．
支援・技術・資金 ・環境行動計画（JＣＰ）に基づき，「再建設と開発に関する欧州委員会（EBRD）」
「欧州投資銀行（EIB）」「北欧投資銀行（NIB）」「世界銀行（WB）」等の国際的
な金融機関から資金調達のメカニズムを確立した．
・技術協力や資金援助をどこから受けたらよいのか等，環境改善に向けた取組み
を促進し，支援するための相互補強体制を整えた．
情報公開・情報交換 ・情報の公開が進み，政府，自治体，NGO（市民を含む），企業等が知識ベース
での情報交換，情報の共有化により環境に対する市民の意識が高まった．
（出所）著者作成
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5．バルト海沿岸諸国の注目すべき政策
5.1　海洋環境問題に関連する条約の批准状況
　バルト海沿岸諸国が，海洋洋環境管理を目的とした条約への批准の経
緯は，1974年に北欧諸国が「北欧環境保護条約」締結，同年のバルト海
沿岸諸国の全ての国を対象にした「ヘルシンキ条約」締結と1980年の条
約発効である．さらに東西冷戦後の1992年にヘルシンキ条約を改訂し，
2000年に発効した際には，締約国の数が7カ国から9カ国に増加している．
ヘルシンキ条約締結は，バルト海の海洋汚染がピークに達したのを契機に，
1974年にバルト海沿岸7カ国が採択し，同年に設置されたHELCOMの暫
定委員会が事務局となり，各国が条約を締結するまでの6年間に各国との
調整活動，科学的調査研究を推進するための準備を行い，1980年に西ド
イツの批准をもって発効となった．バルト海保護を含む海洋に関する条約
へのバルト海沿岸諸国が批准している状況については図表5に示したとお
りである．ノルウェーはバルト海に面していないため，ヘルシンキ条約に
批准していない．
図表5　海洋に関する条約への各国の締約状況
締結 国際条約名 締約国 DK FI DE NR SE EE LV LT PL RU
1972 ロンドン条約 78 ○ ○ ○ ○ ○ － － － ○ ○
1974 北欧環境保護条約 4 ○ ○ － ○ ○ － － － － －
1980 ヘルシンキ条約（1974）7＋EU ○ ○ ○ － ○ － － － ○ ○
1978 マルポール73/78条約 115 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
2000
ヘルシンキ条約改訂
（1992）
9＋EU ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○
（注） DK：デンマーク，FI：フィンランド，DE：ドイツ，NR：ノルウェー，SE：スウェーデン， 
EE：エストニア，LV：ラトビア，LT：リトアニア，PL：ポーランド，RU：ロシア 
＊○は締約している国 　（出所）UN ／ ECE資料から作成
　この条約はバルト海沿岸地域の特定の国と地域を対象にした包括的な条
約で，緩やかな「規範」と「規則」に関する国際的な合意を得て，特定の
海洋地域の汚染防止と制限を目的とし，「規制」や「指令」といった法的
拘束力のない「ソフトロー（soft law）」であった．条約の特徴は，陸上・
海洋を問わず，あらゆる種類の汚染に対する保護活動の実施を規定し，構
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成国は自主的に環境行動を取ることによって，国境越えた環境問題の解決
を図るとするものである．条約の基本原則は，締約国が緩やかな規範・勧告・
宣言・ガイドラインに基づき，各国が主体的に条約を遵守・実行するもの
で法的拘束力はない．ヘルシンキ条約に法的拘束力がない理由は，1970
年代前半にバルト海の海洋環境の悪化が深刻になり，環境保護・改善を早
急に実施する必要性が高まったからであるが，一方，ヘルシンキ条約を締
結した1970・80年代は，科学的な証拠がまだ不十分で，海洋汚染の原因
やメカニズムを特定できる段階にはなかったが，海洋環境保護の緊急性が
極めて高いという理由から，伝統的な条約方式とは異なる緩やかな条約を
締結することになった．8条約を管理するHELCOMの事務局には，各国の
政府機関からスタッフが派遣され，1970年代後半より各国の環境データ
の収集とその分析・評価を実施するために，共通の指標の作成とモニタリ
ングの実施方法，汚濁負荷量データの測定，及び作成方法等を明確にし，
データ評価及び測定・収集方法の根拠を明確に示すための作業が行われて
いる．
 図表6　政策枠組み
 （出所）HELCOM等の資料から筆者作成 
　この作業の詳細を示した図表6では，縦軸を1970年代から2000年までの
時間軸とし，横軸をHELCOMが1970年代後半から実施している科学的な
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調査内容を示したものである．まず1979年から「第1回バルト海モニタリ
ング・プログラム」が開始され，翌1980年に「第1回アセスメント」を開
始している．モニタリングとアセスメントは継続して実施されている．こ
れらの作業を踏まえ，1987年に「第1回汚濁負荷量データ集」の編集が始
まり，バルト海のインベントリー（汚染源）が明確になっている．バルト
海の海洋汚染のデータは，1989年に公表され，バルト海全体の状況が把
握可能になっている．このデータ収集・解析による結果は，1992年に採
択したバルト海包括的環境行動計画（JCP）を作成する際の基礎データと
なり，1992年にJCPの採択・実施へと地域環境協力の進展がみられた．図
表6で示したとおり，科学諮問委員会における長期のデータ収集・解析に
よる検討及び積み上げこそが，以下に示す環境行動計画の策定・実施，実
施評価へと段階的に地域環境協力を進めていくための根拠となっている．
　
5.2　ヘルシンキ条約の要素政策
　バルト海沿岸地域における海洋環境保護・改善を目的としたヘルシンキ
条約の要素政策は，1）調査研究（海洋状況に関する体系的観測），2）イ
ンベントリー，3）情報公開・情報交換，4）汚染メカニズムの特定，5）
地域政策・戦略の策定・実施，6）ガイドライン・行動計画の策定・実施，
7）財政支援・技術支援，の以上７つの政策によって構成されている．　
　ヘルシンキ条約は，HELCOMが行う勧告に対して各国が詳細で正確な
報告を行うことを義務付けたこと（第3条：基本原則と義務）や，環境デー
タや他の科学情報を交換することを定めている（改訂第16条）．この条約
では，締約国が汚染予防原則を適用することを定めたほか，直接又は間接
的に海洋に流出する有害物質等で，人間の健康を害する恐れのある場合，
生物資源及び海洋環境に危害を与える，もしくはアメニティを損傷する，
海洋の利用を妨げる危険性があるとみなすだけの根拠がある場合には，汚
染源から流出した物質による影響が，直接の原因であるという決定的な証
拠がなく，因果関係が立証できない場合においても予防的な手段を採るこ
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とを定め，汚染者負担の原則を適用し，汚染源対策を徹底させる政策を示
した点が本条約の特徴である．9
　ヘルシンキ条約の「基本原則と義務」は，以下5点が重視される．10
1） 独自に，または共同でバルト海地域の生態学的修復と，その生態学的
バランスを保護する目的から汚染を予防し，除去するためのあらゆる
適切な立法上，行政上の手段，または他の適切な手段をとる．
2） 予防原則を適用する．直接または間接的に海洋環境に導入された物質，
人の健康を害し，生物資源および海洋環境に危害を与え，アメニティ
を損傷し，海洋の利用が妨げられていることを証明する根拠がある場
合，海洋への投入量と影響との間に決定的な証拠がない場合において
も，予防的手段をとる．
3） バルト海地域における汚染を予防し，除去するため，締約国は最善の
環境施策の利用（BEP）並びに利用可能な最善の技術（BAT）の使
用を推進する．
4） バルト海地域の海洋環境の状態を評価し，条約の実行を確かめるため，
水および大気への点汚染源からの放出，非点汚染源からの投入の測定
に関する計算は，科学的に適切な方法で行われる事を保証する．
5） 本協定の実行がバルト海地域外で越境汚染を引き起こさない事を保証
するために最善の努力をする．
　図表7にバルト海沿岸地域のヘルシンキ条約に基づく要素政策の内容と
政策について，「（Ⅰ）冷戦下」と「（Ⅱ）冷戦終焉後」に分類し，政策の
流れがつかめるように配慮した．図表では東西のデタントに合わせたかの
ように調査研究が進展し，冷戦終焉後に複数の政策が実行されている．以
下にこの辺の動きを分析し明確にしていく．
81
青　東アジアにおける地域環境協力の進展に向けた可能性
―欧州バルト海沿岸諸国における取組事例から―
図表7　東西冷戦下と冷戦終焉後の政策の動向
 5.3　条約に基づく環境取組の実効性
　ヘルシンキ条約の締結時には，バルト海の海洋環境における科学的知見
が十分でなくても東側諸国の参加を誘導するために，各国の政治経済状況
に配慮した柔軟な対策が採られた．このヘルシンキ条約に基づく地域環境
協力は，「各国が条約を受容し，目標の設定・勧告 ＞ 遵守 ＞ 実行 ＞ 効
果分析・評価 ＞フォローアップ」というサイクルを繰り返すことによっ
て新たな合意に至ることができる（図表8参照）．しかし，勧告を遵守する
か否かは各国の判断に委ねられていることから，条約の実効性を高める上
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で難しい一面もある．11　評価においてはNGO等の第三者機関に実施させ
るなど，透明性を高める措置が採れている点も地域環境協力を進展させる
上で重要な要素である.
図表8 ヘルシンキ条約の合意形成
制度上の焦点 国際レベル 国家レベル
規範に関する
統合
目標設定
受　　容
勧　告
遵　　守
手続き上の適合
準　　備
フォローアップ
評　価
実　　行
効果分析
（出所）Ronnie Hjorth（1992）及びHELCOM資料より著者作成
6．東西冷戦終焉後の地域政策枠組み
　バルト海沿岸地域では，東西冷戦終焉後に市場経済移行国を包含し，市
民社会をも巻き込んだ広範な地域環境協力が大幅に進展した．その背景に
は，市場経済移行国にとって，東西冷戦期に産業や農業，軍事基地からの
化学汚染等による国内の環境問題が深刻な状況で，バルト海沿岸地域の環
境取組を通じ，環境保護・改善策を実施できたことが一つの要素である．
また，東西冷戦後には，水質等のデータの測定・分析を更に進めると共に，
汚染源の特定と対策に踏み込んだ取り組みを実行し，成果が得られたこと
は大変意義深い．そこで本節では，東西冷戦終焉後に改訂したヘルシンキ
条約の政策要素と，バルト海包括的環境行動計画を取り上げて，海洋環境
保護・改善の取り組みについて以下にみていく．
　
6.1　ヘルシンキ条約の改訂
　1992年に改訂されたヘルシンキ条約は，1974年から92年にかけて発効
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したロンドン条約，国連海洋法条約，OPRC条約の影響を受けている．
1974年の条約では，1972年の「人間環境宣言」を色濃く反映していたが，
92年の改訂では，「リオ宣言」の影響を受けて，「生物多様性」や「情報提供・
保護」に関する項目が追加された．一方，船舶に関する規制は充実してい
る反面，陸上起因の汚染に対する対策という点では，若干の問題点・課題
を残している．ヘルシンキ条約の改訂では，各国の科学的知見を一堂に集
めて知識集約型の環境管理を実施するための体制づくりが行われた．それ
と同時に，バルト海沿岸地域諸国が一体となって制度枠組を調整した点が，
今回の条約改訂で明確になった．そして，バルト海沿岸地域の開発につい
ては，リオ宣言の内容を受けて「環境影響評価」に関する条文が第7条と
して新たに加えられている．さらに追加された条文には，海洋環境に重大
な影響を及ぼすような計画に対し，環境評価を行うことを規定し，もし他
国に影響を及ぼす場合には，HELCOM及び影響を与える恐れのある国に
対してその旨を通知し，協議（第2項）することが義務付けられた．
　さらに第16条では，「情報の報告と交換」に関する条項が追加され，締
約当事者が入手可能な範囲で排出データ，環境の質に対する情報提供を行
うことが義務付けられている（第2項）．また，第17条の「一般への情報提供」
では，締約当事者がバルト海と集水域の水質状態，汚染防止・除去のため
に行った対策，又は今度行う予定の措置，その措置の実施に関する有効性
について情報公開し，一般に入手できることを保証した．この条文の追加
はNGO等の市民活動の活動範囲を拡大させる上で重要な要素となってい
る．
　第24条「科学的，技術的協力」（改訂前は16条）では，締約当事者は直接，
もしくは有能な地域，あるいは国際機関を通じて，適宜，科学・技術やそ
の他の研究分野で協働することを引き受け，この条約のためにデータや他
の科学情報を交換することを定めた．また，バルト海地域の研究と監視を
促進し，政策協調を行うことを規定する条項が修正されている．この条項
によって，モニタリングの実施データの交換及びそのデータの活用・利用
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が可能になったことで情報交流が盛んになり，地域間における協力体制が
図られるようになった．このような修正点は，アジェンダ21の影響を強
く受けたと思われる部分であるが，それをいち早く条約に取り入れたバル
ト海の動きは，国際社会の環境保全活動の動きに極めて迅速に対応したと
いえるだろう．
　上記のヘルシンキ条約の改訂に伴い条約事務局であるHELCOMの予算
は，設立当初から予算規模が小額であったために事務局の専任スタッフも
最小限に抑えた効率的な運営が行なわれてきている．1989年以降に年間
予算が増額されているが，それは「第3期モニタリング」と「第3期アセ
スメント」等のプロジェクト開始に伴う経費増額や，1992年の「JCP（バ
ルト海包括的環境行動計画）」の採択・実施に関する増額で，HELCOMの
活動は合理的な運営・実施体制が整えられている．
　
6.2　JCP（バルト海包括的環境行動計画）の策定・実施手法
　これまでHELCOMによる地域環境政策の形成過程を述べてきた中で
環境改善を義務付けた環境取組は，1992年に採択したJCP（バルト海包
括的環境行動計画）」（18）であろう．むろんJCPには法的な拘束力を持
たないが，各国政府ならびに自治体の環境活動や環境への投資を促進し
た点でバルト海諸国の環境取組に大きな政策転換をもたらした．そして
HELCOMの環境取組は，1989年までは政府間レベルでの議論が主体であ
り，各国の政府主導型で政策方針が決定されていた．しかし1990年以降
は，HELCOMが実施する会議にNGOも参加する機会が与えられ，これま
での国家主導型の地域環境協力から地方自治体，NGOをも含む環境協力
の動きへと発展した点は東アジアにおける地域協力の進展に示唆を与えて
いる．そこで，バルト海沿岸地域で実施されているJCPが，国境を越えて
重点対策箇所を決定し，重点汚染対策箇所の環境保護・改善を促進・実行
させるためのメカニズムを分析し，JCPの有効性を以下に明らかにしてい
きたい．
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6.3　JCPのメカニズム
　JCPは，バルト海の生態バランスの復元のために，予防策及び改善策を
講じるための実施計画を各国に示し，バルト海の河川流域全体に渡って，
一連の改善処置を段階的に行い，沿岸部や海域の環境改善・保護活動を促
進させ，汚染・汚濁負荷量を減少させることを戦略とした行動計画である．
その狙いは，陸上に汚染・汚濁の要因がある場合に，バルト海への汚染を
減少させる上で，いかなる手段を採るべきか各国に計画を示し，汚染・汚
濁原因を除去し予防していくための適切な法的・行政的・その他関連する
方策を講じるように締約国に義務付け，ヘルシンキ条約を遵守させる戦略
的な計画であるといえる．JCPの作成にあたっては，ヘルシンキ委員会の
ハイレベルの特別対策委員（HELCOM Task Force=TF）が作業を実施し
た．この特別対策委員とは，HELCOMの構成国9カ国に加えて，隣接す
るチェコ，スロバキア，ノルウェー，それにEC委員会が加わり，計12カ
国に１委員会という国と組織で構成されている．JCPの特徴は，策定段階
において，これまでの国家主導型の環境協力の枠組みを拡大させ，地域が
協力して環境保護・改善に取り組むための目的と地域内の重点汚染箇所に
ODAや多国間協力銀行の資金等が重点的に投じられるように，地域が連
携して事業を実施していくための計画・目標を明確に打ち出した点にある．
すなわち経済格差が大きい国家間の協力枠組みの中で，自己資金だけで環
境改善を行うことができない市場経済移行国にとって，地域環境協力の枠
組みの中で環境関連への投資が受けられるメカズムは重要な枠組みとなっ
ている．そのため，JCPの採択にあたっては，環境活動や環境への投資を
促進させる目的から，「再建設と開発に関する欧州委員会（EBRD）」と「欧
州投資銀行（EIB）」，そして「北欧投資銀行（NIB）」，「世界銀行（WB）」
等の国際的な金融機関のオブザーバー参加を求めている．これらの機関に
加えて，国際的なNGOもオブザーバーとして会議に加わり，透明性の高
い計画の決定がなされている．JCPは計画の立案段階及び実施段階でいく
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つかの明確なビジョンを示し，これらの方向性が計画の信頼性を高める取
組を進めている．計画は，1）重点汚染対策箇所に優先順位を付けて，地
域的なアプローチを実施する，2）点汚染源（都市点汚染源／工業点汚染
源）と非点汚染源（農業及び沿岸のラグーンや湿箇所の汚染源）を確定す
る，3）改善するための計画の具体的な提言を行う，4）予想される汚染・
汚濁負荷の減少量，投資費用の見積書の作成を概算で行う，5）国際的金
融機構や援助供与団体，国内の基金から速やかに資金調達が可能になるよ
うに実施計画を作成する，という計画内容である．（19）　JCPの計画は，1）
政策および法律，規制改革の実行（ドイツ／ ICLEI＝the International 
Council for the Exploration of the Sea担当），2）制度の強化と人的資源
の開発（ドイツ／ ICLEI ／ UBC担当），3）汚染源を制御するための施設
等への投資活動（スウェーデン／フィンランド担当），4）沿岸性礁湖と湿
地帯に関する管理（NGO担当），5）応用研究から問題の解決，新たなア
プローチの検討（EC担当），6）社会的認識と環境教育の実施（NGO担当）
が掲げられ，これらの計画を作成する責任国及び責任機関，予算額が決定
されている．JCPの策定によって，汚染・汚濁箇所がどの国のどこにある
のか，という環境情報を政府関係者以外の誰もが知りえるように情報内容
についての透明性が高められた．さらに環境改善計画を作業グループが作
成し，計画書及び見積書を作成し，政府関係者ならびに自治体や企業に対
して説明をすることを義務付けるなど，国際間の環境取組としては具体的
な計画内容になっている点が特筆すべき点であろう．
　JCPによる環境改善のメカニズムを評価するならば，JCPはバルト海の
生態バランスの復元のために，予防策や改善策を講じるための枠組みを示
したことになる．このような枠組はこれまでにバルト海沿岸地域で実施さ
れた例はない．しかもバルト海の河川流域全体に亘り，一連の補完的処置
を段階的に行うことによって，沿岸部や海域の汚染・汚濁負荷量を減少さ
せることを目的とするもので，ヘルシンキ条約の目的である，陸上起因の
発生源の削減を実現させるための計画そのものである．さらに示唆が得ら
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れる点は，国際河川の流域にあるチェコやソロバキア，その他周辺国に対
して，JCPの枠組みに基づく環境改善計画を具体的に示したことで，上流
における汚染の削減を周辺国に対しても明確に示した形になっている.
　JCPによる一連の長期的な政策介入は，各国の点汚染源と非点汚染源か
ら累積した汚染・汚濁負荷量を減らし，また新たな汚染源の発生を防ぐた
めの方策として有効な手段である．特に，沿岸のラグーン，湿地帯といっ
た生態系の維持・復元を図るための対策として，複数の国を跨る自然地帯
を保全する上では最も有効な方法であろう．一方，JCPの枠組みの効果は，
各国政府や企業の社会的・倫理的規範に則って，自発的に環境行動を採る
ように促していくメカニズムが働く．このメカニズムは，JCP自体に各国
の環境改善を強制するものではないが，環境保護という国際社会の要請に
応えて環境改善に取り組まなければ，国際社会の信頼を得ることができな
い，といった社会倫理面での形が見えない拘束力によって縛られることに
なる．特にEU加盟や地域経済の発展を目指すバルト三国やポーランドに
とって，自国の環境保護・改善を自発的に行うことによって，環境改善と
共に国際社会での信頼醸成，環境関連以外の部分でも投資の呼び水となる
可能性があり，実に多くのインセンティブを含んだ，明確な意図を持った
環境行動計画であることからJCP実施の有効性を評価すべきであろう．
　
6.4　JCPの実施計画・指標・評価手法の合意形成に関する分析
　汚染対策地区の設定及び優先順位付けのプロセスでは，まず環境問題を
評価する基準（登録リストへの付加基準）を定義し，次に最も深刻な箇所
を重点汚染対策箇所に関する決定がなされた．そして環境目標を達成する
のに最も効率的な方法（技術等）が特定され，計画を実施するために必要
となる見積と，それに見合う資金確保をいかにして行うか，JCPを実行す
る上で最も重要な問題である．この点においては，例えJCPによる汚染箇
所の改善でも，汚染浄化・環境保護活動に対する新たな資金調達を行う上
で，環境改善計画が不十分な場合，又は不適切な計画，あるいはヘルシン
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キ条約の条項と一致していないなどの問題がある場合には，その費用は汚
染者負担の原則に従って，関係者が全責任を負わなければならないと定め
られている（第3条4項）．よってJCPに指定された汚染箇所であっても綿
密な計画作りが不可欠とされる．
　締約国が，JCPの枠組みで環境改善を実施しようとする場合には，第1
に，各国における政策及び法律，規制等の改革，その法律に基づいた実行
することが必要とされる点である．これは国内法の変更を必要とされる場
合が多く，旧東側諸国にとっては多くの環境関連規則の見直しを迫られる
ことになる．この点では実施国の負担は大きいものの，環境関連規則の設
置等の遅れや基準を引き上げる上で効果的な方法であると考えることがで
きる．
　第2に，国内の人的資源の能力開発である．第3に，汚染源を制御するた
めの施設等への投資を行う．第4に，国内における環境基金の設置及び国
際的な金融機関等からの調達である．JCPの実施においては，自国負担が
50％以上という基準が設けられているため，自国内での資金確保が不可欠
である．したがって，1990年代に，バルト三国やポーランドに世界銀行が
設置されたほか，エストニア環境投資センター（Estonian Environmental 
Investment Centre）， ラ ト ビ ア 環 境 保 護 基 金（Latvian Environmental 
Protection Fund），リトアニア自然基金（Lithuanian Found for Nature），
ポーランド環境保護・水管理基金（The National Fond Environmental 
Protection and Water management）等の環境基金が設置されている．第5
に，社会的な認識の向上と環境教育の実施が重視されている．人材育成や
環境教育による環境に関する認識の向上については多くのNGOが誕生し，
ワークショップやステークホルダー会議を開催するなど，JCP等による環
境取組の必要性を企業家や一般市民に対し，啓発活動の分野で支援を行っ
ている点である．
　
6.5　重点汚染対策箇所の決定過程に関する分析
89
青　東アジアにおける地域環境協力の進展に向けた可能性
―欧州バルト海沿岸諸国における取組事例から―
　前述したJCPのリストの策定にあたっては，HELCOMのプログラム実
行部会（PITF）は「バルト海の包括的環境行動計画」（JCP）のリストに，
点汚染源（Point Source）をリストアップする際にどのような基準・判断
で対象箇所を指定したのか，また環境が改善された際にどのような基準・
判断でリストから削除されるのかについて，締約国の合意を得るためにガ
イドラインの形で示している．ガイドラインでは，工場や下水処理施設か
ら有害物質，リン，窒素等が流出し，その危険度が高い箇所を特定し対策
を講じるように示したものである．
　JCPの戦略では，バルト海の河川流域全体に渡って，汚濁負荷量を軽減
させるための処置であり，長期的な対策によって，現在の点汚染源と非点
汚染源から汚濁負荷量を減らし，新たな汚染源の発生を防ぐための方策を
進めると共に，沿岸のラグーン・湿地帯における生態系の維持と復元する
方策が採られている．これらの判断・評価方法を分析し，JCPの実効性が
どの程度あるのか，この点について言及する．
　
重点1：点汚染源（Point Source）のリストアップ手法
　HELCOMは，「都市点汚染源と工業点汚染源」への対応として，環境に
与える影響が確認された場合に，組織又は施設に対して環境改善に対処す
ることを義務付けている．その判断基準は，第1段階として，バルト海に
おける影響について定量化することである．これは大量の汚染・汚濁物質
が河川，湿地帯・ラグーン，バルト海域に流出しているか，排出物が沿岸
部の生態系に甚大な影響を及ぼす場合が対象となる．特に産卵場や養育場
を含む，特定保護地域や汚染・汚濁に脆弱な地域，汚染が深刻な地域の場
合には，ガイドラインに基づき河川の汚染・汚濁状況を測定・数値化し証
明することが求められる．
　第2段階では，ヘルシンキ条約の付属文書と関連するHELCOMの勧告，
その他の関連する協定との照合性を確認する必要があることを規定してい
る．したがって，HELCOMの勧告に適合しない場合は，その用地がヘル
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シンキ条約の附則や関連するHELCOMの勧告，あるいはバルト海流域諸
国に関わる他の国際協定に適応できていることを証明しなければならな
い．
　第3段階では，特定の用地と汚染源に関する浄化費用や浄化目標に関す
る分析を行うことが義務付けられている．すなわち，これはバルト海域や
沿岸部の生態系への影響を勘案した費用効果的なアプローチによるもの
で，一定の時間と削減目標を設定し，技術的手法によって汚染問題は減少
できることを確認する必要がある，とされている．
　JCPのリストに記載される汚染箇所を選択する基準は，HELCOMの実
行委員会（PITF）によって厳格に審査され，環境改善が期待でき，かつ
投資が効果的であることが証明されなければリストに登録されることがな
い．12 したがって，経済移行国が単に海外投資の呼び水として，このリス
トに記載されるということは考えられない．よって現在JCPにリストアッ
プされた汚染対策箇所は将来的に回復が十分期待される場所である．そし
てバルト海の「生態系のバランス」の回復には，ラグーン・湿地帯の保全
が重要な意味を持つことから，バルト海沿岸を，国民ならびに環境利益の
目的のために管理・保存していくための規定が設けられている．とりわけ
バルト三国やポーランド，ロシアのような経済移行国においては，市場経
済の適用に関連した大規模な経済的変化からくる地域開発プロジェクトの
実行に伴う様々な自然環境破壊が予想される．このように環境に影響を与
える恐れのある開発から，ラグーン・湿地帯等を周辺国が協力して守るこ
とを目的とした計画である．バルト海沿岸諸国の共有資源を維持するため
の手法として評価すべきところが大きい．
　JCPに2000年の時点で重点汚染対策箇所として登録された汚染源は総
計115箇所である．そのうち都市と工業に係る点汚染源が90箇所，農業・
交通に起因する非点汚染源が17箇所，ラグーンと湿地帯に係る点汚染源
が5箇所である．対象箇所が最も多いのはポーランドの34箇所，次いでロ
シア16箇所，リトアニア15箇所，エストニア10箇所で，対象地域の大部
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分が市場経済移行国で占められている．特に都市に起因する環境問題は深
刻で投資額が最も多く，資金回収が地域全体の最も大きな課題であると考
えられる．
　
重点2：点汚染源のリストからの削除に関する基準
　都市及び工業点汚染源の削除方法をJCPの中で基準を作成することは，
汚染対策箇所の環境改善を行うための達成可能な目標を設定とするという
点で大変重要な視点である．したがって重点汚染対策箇所のリストから削
除される基準は，第一に，産業施設において汚染流出を最小限に留めるた
めに産業施設の閉鎖や用地修復が効果的に行われた場合，第二に，下水道
システムが確立され，適切な改修処置によって改善がみられた場合，第三
に，汚染削減の取り組みがHELCOMの勧告に則して計画が実行されてい
ることが確認された，又はこれらの条件を満たした場合にリストから削減
される．13
　リストからの削除に関して特に重要なことは，都市の下水道システムの
場合，都市の汚泥処理が国際的な基準に適合する形で実施され，環境改善
されていることを確認することがリストから削除される判断基準となって
いる点である．すなわち，改善作業のプロセスが当初の計画に従って実際
に実行されているのか，が確認されることになる．したがって，JCPによ
る環境改善プログラムは，それだけ実行性の高いものであることが裏づけ
られており，投資家等の信頼を得て，プログラムにリストアップされた段
階で投資が受けられるメカニズムを構築している仕組みは，今後環境関連
分野への投資を高める上で参考になる．
　
6.6　JCPの実施に関する資金メカニズムの分析
　HELCOMは，当初JCPの実施に必要な費用を2012年までの20年間で180
億ECU14と見積り，汚染発生源を132 ヵ所，そのうち重点汚染対策地区と
して47 ヵ所を認定している．表4-11は，JCPに認定された汚染箇所のうち
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115箇所を対象とした投資見積り額である．このJCPによる汚染対策箇所
の処理費用の見積り額は，計画当初（1992年）に見積もられた金額が総額
約94億EURO15で，うち最優先すべき処理箇所向けの費用が約64億EURO
であった．実際に処理費用として投資された金額は，1999年までに総額約
60億ECUである．1999年以降の事業継続に必要費用として，総額で75億
EURO，うち最優先箇所向けの費用が54億EUROと試算している．
　条約の締約国の中で浄化すべき汚染箇所が最も多いポーランドは，総
額が約40億EUROで，そのうち約22億EUROが国内からの投資で賄い，約
18億EUROが海外の多国間協力銀行等の投資を受けて実施している．市
場経済移行国は，実際に地域環境協力の枠組みに参加することで，多くの
EU関連の環境基金と国際的な融資援助機関が参加する資金メカニズムを
活用し，自国の資金負担を軽減できることから環境問題の解決を積極的に
進める上でのインセンティブとなった．したがって，JCPはとりわけ経済
格差の大きい市場経済移行国にとって，ヘルシンキ条約を遵守し，汚染
箇所の環境改善と今後の予防対策を実行するための方向性を示したとい
える．とりわけJCPのスキームは，経済移行国と国際的な融資援助機関等
のドナー機関との調整に使われ，これまでに多くの成果が得られた．その
背景には最大の融資援助機関であるEUが，1990年に入ってからPHARE，
TASIS，ISPA，LIFE，INTERREG，SAPARD等の中東欧，バルト海
地域向けのEU基金を数多く設立し支援を行ったことに起因する．また，
NIB，NEFCO等の北欧諸国の基金も汚染対策箇所の浄化や下水処理施設
等のインフラ整備等に対して多額の投資を行っているからである．このよ
うな支援機関を数多く持つEUの組織力が経済格差の大きい国々が地域環
境協力を進める上で大きな支えとなっていることは明らかであり，疑う余
地はない．
　
6.7　計画の実施に関する分析
　これまでJCPについて分析してきた結果から明らかになったことは，東
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西冷戦終焉後，バルト海沿岸地域では政府，民間企業，NGO等の利害関
係者の参加により政策決定が行われる場を設置したことが，地域環境協力
を発展・拡大させる上で最も重要な点であった．特に国際会議等の場にお
いて，具体的な事業計画・内容，資金メカニズム等を明確にし，環境改
善計画を公表することで，政策立案・実施過程における産業内容及び資金
総額や援助機関が誰にでも分かるように透明性が高められたことである．
JCPにおいて特筆すべき点は，各国が抱える環境汚染等の問題点及び問題
箇所，環境改善に向けてどこから着手すべきか，また，技術協力や資金援
助をどこから受けたらよいのか等，環境改善に向けた取り組みを促進し，
支援するための体制が整えられたことである．そしてHELCOMは，JCP
実施による環境改善の達成度を概観し，新たな方策を必要とする場合，問
題点や対応策を明らかにしていくことで，各国の自発的な取り組みを引き
出し管理する役割を担い，「目標の設定」に対し，各国がどのような環境
対策を実施しているか，実施経過を含めてHELCOMにレポートを報告す
る体制が整えられていることである．そしてさらにJCPの特徴は，各国政
府，自治体，企業等の自助努力を促す手法として，予防原則，汚染者負担
の原則，環境情報公開，データベース拡充，環境政策を支援する財政援助
の充実を図るなど，市場経済を前提としたメカニズムを導入し，バルト海
沿岸地域における地域環境協力の枠組みを進展させた点が，JCPが有効な
手法であると評価できる所以である．しかしながら，JCPのようなメカニ
ズムをすぐに他の地域に当てはめて実施できるほど普遍的なものではない
が，発生インベントリー対策を考えていく際の事例として，複数の要素が
役立つであろう．
　
6.8　地域環境政策・環境協力に関する総体的な評価
　バルト海沿岸地域では，バルト海の水質を悪化させる原因となってい
た都市排水・工業排水（点汚染源），農業用水や交通等（非点汚染源）の
環境改善を目標とするJCPを策定し，実施するにあたって，関係各国の合
横浜市立大学論叢人文科学系列　2016：Vol.67　№ 1
94
意が得られたことが最も重要なことであった．JCPをバルト海沿岸地域
で実行できた背景には，科学的データの収集・分析と各国がその情報を
HELCOMが収集・分析し，データの測定方法・測量技術，ガイドライン
等を関係各国で共有化することに成功したからである．以下にJCPの作成，
そして実施に至る段階にまで発展させることができた科学的な研究過程に
着目し，その手法を明確にする．
　
７．多様なアクターによる環境取組の発展
　東西冷戦終焉後のバルト海沿岸諸国において，いかなるアクターが誕生
し，いかなる領域で環境取組を行っているのか，各アクターの活動内容を
中心に地域環境協力の発展・拡大の経緯とレジーム形成との関連性につい
てみていく．
　
7.1　東西冷戦期に設立されたアクターの環境取組
　バルト海沿岸諸国における地域環境協力は，海洋資源と環境保護，環境
汚染・汚濁防止に関する取組から始まった．1973年にポーランドのイニシ
アティブで設置された「IBSFC（バルト海国際漁業委員会：International 
Baltic Sea Fisheries Commission）」は，1982年にバルト海の漁業規制に
関する議定書を採択し，初めて各国に漁獲高が割り当てられた．そして冷
戦後のバルト海における漁業活動は，漁業資源の持続可能な使用と保存に
関するデータの測定と漁業資源に関するアセスメントを促進し，長期的な
漁業を保証する活動を実施した．1974年には「バルト海海洋環境保護委
員会」（HELCOM）が設置され，総合的に海洋保護・改善を行う為のヘル
シンキ条約を締結している．同じく冷戦後に重点汚染対策箇所を特定し改
善を行うことを目的としたJCP（バルト海包括的環境行動計画）が採択さ
れ，具体的な環境取組が実行に移されている．
　他方，バルト海沿岸諸国では民主化の動きと共に，環境保護に関する
数々の決定や計画・プログラムなどが採択されて環境保全活動が推進され
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た．このきっかけになったのは，北欧協力を軸にバルト海沿岸諸国への援
助を支援する「北欧議会」（Nordic Council：1952年設立）16が，1990年に
NEFCO（北欧環境金融公社：Nordic Environment Finance Corporation）
をフィンランドのヘルシンキに設立し，バルト海やバレンツ海の海洋汚染，
越境大気汚染問題等に関連する調査や研究等に係るプロジェクトに助成を
行ったことである（Karl-Johan Lehtinen）．17 特にJCPの実施に必要な助成
を行うことが，NEFCOの融資活動の中心的な役割であった．
　上述した北欧議会については，1952年に外交・安全保障問題を除く経
済・社会全般に関する北欧協力を推進することを目的に設置されている．
北欧議会の活動資金は，各国のGDPの割合に応じて拠出する仕組みとなっ
ていて，民主的な手法を採用している．北欧議会の活動内容は，設立され
た当初は議員レベルの交流に留まっていたが，72年以降に政府間協力の
フォーラムとして「北欧閣僚会議」を開催して以降，サミット会議と閣僚
会議を２年に１度開催し，バルト海沿岸諸国の政治家等が「議論する場」
として冷戦期，そして冷戦終焉後においても重要な役割を果たす会議と
なっている．
　
7.2　東西冷戦終焉後に設立されたアクターの環境取組
　1992年にストックホルムに設置された「CBSS（環バルト海諸国評議会：
Council of the Baltic Sea States）」は，北欧諸国とバルト三国とが一堂に
会し，協力方針について「議論する場」を創出している．同年に北欧諸国
とバルト三国間で討議された内容は，1）バルト海沿岸諸国における民主
化の実現，2）旧ソ連・東欧諸国のおける市場経済への移行支援，3）バ
ルト海の環境汚染への協力，などが中心であった．CBSSの設置に先駆け
て91年に議員レベルでの第１回会議が行われた．会議後の92年に「第1回
環バルト海諸国評議会」が北欧４ｶ国とバルト三国，ドイツ，ポーランド，
ロシア，アイスランドの11 ヵ国の外務大臣と，欧州委員会代表の参加を
得て開催している．この会議における決定事項の一つが，96年バルト海
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沿岸諸国を対象としたアジェンダとして地域環境行動計画「バルティック
21（Baltic 21）」の策定が提案され，96年に実行に移したことである．
　1993年に設置された「BSSSC（バルト海下位地域協力：Baltic Sea 
States Subregional Co-operation）は，バルト海沿岸諸国で下位地域協力
を推進することを目的とした機関である．BSSSCは各国の州や県レベル
における下位地域レベルでの地域協力を促進し，構成国間で知識や情報の
交換を進めることを目的としている．BSSSCは国家レベルでの上位計画
に対し，州や県レベルでの環境取組を推進し，各国間の下位地域協力にお
けるネットワーク強化を図り，環境問題に関する裾野を広げる目的で年1
回「BSSSC会議」を開催している．今後各国で取り組むべき優先分野に
ついてはガイドラインを作成して配布している．この会議には「上位計画」
であるEU，及び各国の外務大臣等が出席している．また，特定地域の協
力プロジェクトの実施を推進し管理しているほかに，プロジェクトベース
での「討論の場」を設置している．18 このBSSSCの取り組みの中で特筆す
べき点は，国家・超国家レベルと市町村レベルとの調整役を担い，経済力
や人口規模の異なる地方自治体が会合に参加し易い体制を整えるために，
小規模のプロジェクトを数多く実施し，各国の意見を反映しやすくした点
である．さらに同地域の下位地域協力の中で，都市間交流を促進させる役
割を担っているのは「UBC（バルト海都市連合：The Union of the Baltic 
Cities）」という組織である．UBCは96年にポーランド・グダンスクに本
部が設置されている．UBCの役割は，地方自治体（市）レベルでの，1）
ビジネス，2）文化・教育，3）環境，4）健康・社会福祉，5）スポーツ，6）
観光，7）交通・輸送・都市計画で各委員会を設置して，環境関連だけに
特化せずに，多種多様な分野で地域協力を図り，調和のとれた都市づくり
を推進することを目的としている．
　環境委員会では，バルト海沿岸諸国で地方自治体と関連する組織が
「BLA21フォーラム」のネットワークの構築，バルト海の環境監査，都市
や町の良質な環境づくりのための支援を行い，各国の自治体がローカル・
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アジェンダを策定し実施するための「環境に関する知識」と環境データ等
に関する「情報」を提供することが目的であり，特に技術的支援を行うこ
とはない．ローカル・アジェンダの策定においては，NGOに依頼するなど，
都市間のネットワークの形成とNGOや地方自治体で環境取組を推進する
主要な人材とアクターを紹介するなど，UBCに参加する都市の数を増や
し，環境取組を推進する自治体を増やすための取り組みを行っている．現
在，参加都市は100箇所を超えており，BSSSCと共に市民社会へと環境
取組を広める上で重要なファクターとなっている．このBSSSCとUBCの
活動領域及び活動内容については重複するところもみられるが，基本的に
は前者が「州・県」で，後者が「市」レベルでの連携を進めることで棲み
分けができている．
　次に，旧東欧諸国（バルト三国，ポーランドを含む）に特化した国際
的な環境組織として，1990年に「REC（中東欧環境センター：Regional 
Environment Centre）」が設置されている．RECは1989年に当時のブッシュ
米大統領がハンガリーを初めて訪問した際に，その設立が提案され，その
一年後にハンガリーに設立された．RECは地域環境協力及び市民参加を
促進し，中東欧諸国の民主化を支援することを目的としている．RECは
各国の国際センターとして重要な機能を担っているが，使途を限定したプ
ロジェクトベースの資金しか確保されておらず，長期的なプログラムの実
行は財政的に厳しい．RECの役割は重要ではあるが，プロジェクト資金
が主な財源であることから安定した資金が得られないなどの，運営上の課
題が残る．前述のとおり，東西冷戦終焉後に誕生した組織は，バルト海沿
岸諸国における地域環境協力を拡大し，市民社会のネットワークを発展さ
せる上で重要な役割を担っている．バルト海沿岸諸国では，多様なアクター
が実施段階に参加するにつれて，各部門で指導的役割を果たす集団（Lead 
Parties for the sectors）が育っている．そして様々な活動に関して責任
ある行為者（Responsible Actors）が特定される段階に入ったといえる状
況まで到達していることが挙げられる．
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8．バルト海沿岸諸国の注目すべき政策導入
8.1　地域環境制度の導入経緯
　バルト海沿岸諸国では，環境保護に関する数々の決定や計画・プログラ
ムが採択され，域内の環境保全活動が推進されている．北欧議会やREC
（中東欧環境センター），環バルト海諸国評議会（Council of Baltic Sea 
States＝CBSS）は，いずれもこれらの環境政策を進展させる上で大きな
役割を果たした．しかし HELCOMを除けば，バルト海環境保全の為の
包括的な環境保全に関する枠組は1990年以前には構築されていなかった．
バルト海の環境保全のための全体的な枠組みができたのは「バルティック
21」が作成・実行された1990年代後半からである．
　バルト海地域で活動する海洋環境保護・改善に関連する主要アクター
は，東西冷戦期の1970年代に設立された国際的な組織と東西冷戦終焉後
の1990年代に設立された組織と２つに区別することができる．そして
各組織の役割と活動の範囲については，1）国家レベル（State/National 
Level），2）州・県レベル（County/District Level），3）市レベル（Municipal/ 
Local Level），4）市民レベル（Civic/Community Level）の４つのカテゴ
リーに分類できる．バルト海地域にみられる地域環境協力は，国家間協力
とともに自治体間における協力の進展，大学間における教育と研究におけ
る協力の進展が顕著である．さらに，東欧諸国における環境保護・改善活
動及び啓発活動を実施している機関に分類することで，バルト海地域で活
動する責任ある主要なアクターを特定することが可能である．
　その中で特筆すべきは「バルティク21」である．「バルティック21」は，
HELCOMが実施する「バルト海包括的環境行動計画（JCP）」等の活動を
支援するとともに，バルト海における持続可能な開発の実現に向けた取組
を自治体が「州・県レベル」と「市レベル」で活動する中心的なアクター
と共に，各国の政府，自治体と協力し発展・拡大させる体制を構築してい
る．これらの多様な機関が国境を越えて活動し，国際的な諸アクター間の
連携・ネットワークを保ちながら交流する，政府，自治体，NGO等から
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なる重層的なネットワーク化を図ることができたことは注目に値する．す
なわち，このようなNGO活動の広がりは，環境問題に対する公衆の関心
を高めさせ，自治体や市民レベルでの環境活動を促進・強化させている．
図表9　地域環境協力アクターのネットワーク形成と役割
（出所）筆者作成
8.2　バルティック21（Baltic21）の実施
　バルト海沿岸諸国のアジェンダ，「バルテッィク21（the Agenda 21 for 
the Baltic Sea Region）」は，1996年5月にスウェーデンのVisbyで開催さ
れた首脳会議と，同年6月に開催されたCBSSの会合で提案され，1998年6
月に採択した．バルティック21には持続可能な開発への上位目標，分野別・
空間計画目標と各分野での行動計画の優先事項が含まれる．また，複数の
分野に跨る協調行動もそこには記されており，総計30の行動がバルティッ
ク21の行動計画に含まれている．
　この計画は，民主的で透明性の高い手続き過程に基づき決定されて
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いるといえよう．すなわち計画策定には，各国政府，EU，HELCOM
やIBSFC，VASAB（バルト海ビジョンと2010戦略事務所：Vision & 
Strategies Around the Baltic），北欧評議会などの国際機関に加え，世界
銀行，欧州復興開発銀行，EIB，NIB，Nefcoといった国際規模の開発銀
行，さらにBLA21F（バルティック・ローカル・アジェンダ21フォーラ
ム：The Baltic Local Agenda 21 Forum），CCB（バルティック環境連合：
Coalition Clean Baltic）等のNGOを含む「SOG（高級事務レベル間グルー
プ：The Senior Officials Group）」を構成し，SOGによって「アジェンダ
21」の策定が行われた．
　「バルティック21」では，7つの部門（農業，エネルギー，漁業，森林，
工業，交通運輸，観光）と空間計画に関する目標を設定するとともに，こ
れらの目標に向けた地域の「持続可能な開発と発展」を継続的に監視する
ための指標を作成し，各国ごとのデータを収集・解析し，その結果を2年
に1度は報告書及びバルティック21のウェブサイトに公表する体制を整え
ている．19「バルティック21」の実施に関しては，各国が認識を共有する
ための場として，「持続可能な開発に関するフォーラム」を実施しており，
バルティック21の指標及びデータに基づき政府と地方自治体が話し合い，
持続可能な開発に向けた環境取組を行う為の計画の作成を行う．そして各
国で環境取組を実行するために，各国のNGO等が，公衆の意識の向上を
図るための教育と訓練，そして情報公開を支援する体制を構築した．20 　
すなわち「バルティク21」は，バルト海沿岸諸国の環境と開発に係るよ
り広範な争点についての行動規範を定めたものであり，ヘルシンキ条約を
補完すると共に，バルト海沿岸諸国の環境を総合的に保全・改善していこ
うとするNGOに代表される市民活動を活性化させている．
　このようにバルト海における市民社会のネットワークが発展・拡大した
要素には，「バルティック21」の実行とそれを監視する各国のNGOが存在
するとともに，NGOと政府や地方行政機関との連携が大変重要な意味を
持つ重要な存在となったからである．
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9．市民意識の醸成に関するNGOの役割
　バルト海沿岸諸国では，NGOが中心となり一般市民に環境問題への関
心を高めさせるための普及啓発活動を実施し，「ボトムアップアプローチ」
の機会を広げている．環境問題に対する市民意識がどのような経緯で醸成
されてきたのか，以下にみていく．
　
9.1　トランスナショナルな活動
　バルト海沿岸諸国で市民活動の醸成に向けた環境取組を実施している
代表的なNGOは，バルト三国（エストニア，ラトビア，リトアニア）で
環境教育・市民の意識改革を目的とした「BEF（バルト環境フォーラム：
Baltic Environment Forum）」が1995年10月にラトビアのリガに設置され，
2003年8月迄という期限付きで政府等からの委託を受けて活動を実施して
いる．BEFは，市民意識を高める教育の場を提供するという視点から，ワー
クショップや会議を実施するアクターである．BEFに業務を委託した機
関は，EU，ドイツ環境省，フィンランド環境省，ラトビア環境保護基金，
エストニア環境省，ラトビア環境保護＆地域開発省，リトアニア環境保護
省である．ラトビア環境保護・地域開発省の政府高官は，「ラトビアにお
いて政府機関からBEFのような非政府機関に対し，このような業務を委
託する例は冷戦時代にはなかったか，もしあったとしても稀有な例である」
と指摘する．21
　BEFは1995年から2000年迄の過去5年間に150回以上の会議やワーク
ショップ，学会等を専任職員5名で実施した．対象者は，環境問題に関心
の高い法律家，行政機関の政策担当者，廃棄物関連の関係者，化学関連の
企業，自然管理者等を対象とする利害関係者で，環境問題への関心を高め
るための研修や会議を開くだけではなく，参加者間の交流を図り異業種間
で情報・知識の交流を促進させることを狙いとしている．BEFの活動は
高く評価され，EU等からのプロジェクト資金を得ながら活動は引き継が
れている.
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　このようなNGOとEUならびにバルト海沿岸諸国の政府機関との協力関
係の構築及び連携は，これまでにしばしば見られた環境保護を全面に打ち
出し，政府機関に圧力をかけるといった環境保護団体の活動形態とは異な
る環境保護活動であり，政府機関とNGOとの連携による新たな環境保護
活動の視点が創出された．すなわち政府機関とBEFとの連携の中で最も
重要な点は，国家間を超える複雑な環境問題に政府機関だけでは対応が難
しい場合でも，各国に支部を持つNGOに委託することによって，国家と
いう垣根を越えて環境保護と教育活動を同時に行うことが可能になるから
である．
　
9.2　ローカル・アジェンダの発展と拡大
　アジェンダ21に基づき，ローカル・アジェンダの策定・実施を支援す
る機関として，1997年に「BLA21F（バルティック・ローカル・アジェ
ンダ21フォーラム： The Baltic Local Agenda 21 Forum」がフィンランド・
ラティ（Lahti）に設立された．BLA21には，デンマーク，エストニア，フィ
ンランド，アイスランド，ラトビア，リトアニア，ポーランド，ロシア，
スウェーデンの9カ国の大学及び地方自治体が参加する．BLA21Fの主要
な目的は，バルト海地域諸国のローカル・アジェンダ21（以下，LA21と
呼ぶ）を支援し，成功に導くことである．そしてBLA21Fの活動の重要性
について，Pälvi Hippeläinen所長は，「LA2 １の実施過程上，様々な利害
関係者となる商業組織や消費者団体，そしてNGOと共に，各省庁の代表
者や地方政府関連機関，地方で権限を有する組織を一堂に召集し国民会議
を実施するなど，LA21をまだ策定していない国やグループに対して，そ
の計画段階から関与し，最終的には政治家や政府と折衝するところまでを
支援し，LA21の策定及び成功に結びつけることである」22と述べている
ように，NGOの役割で重要な点は，LA21の策定段階から関与し成功へと
導くことである．
　バルト海沿岸諸国でのLA21の実施状況については，UBC（バルト海
103
青　東アジアにおける地域環境協力の進展に向けた可能性
―欧州バルト海沿岸諸国における取組事例から―
都市連合）が2001年に10カ国100都市に対しアンケートを実施し報告
書「Progress and Trends in Local Agenda21 Work Within UBC Cities」
（2002）をまとめている．LA21を実施した都市は100都市のうち70都市で，
計画中の8都市を加えると78都市で実施されている．LA21の策定ではス
ウェーデンやフィンランドが指導的な立場を取り，バルト三国やロシアへ
の働きかけを行って実現させて各国の自治体の意識を高めた．
　
9.3　LA21に対する自治体の取組評価
　欧州・バルト海沿岸諸国の特徴は，自治体による環境活動を推進する行
動計画として「バルティク21」が策定され，海洋環境保護のための「バ
ルト海包括的環境行動計画（JCP）」等の活動を支援する諸アクターが，
各国政府，自治体，NGO等と協力し発展・拡大し重層的なネットワーク
を構築していることである．そして同地域の自治体の取組を評価する指標
として「Local Evaluation 21」が作成され，EU内の5000以上の自治体が
実施するLA21の評価に活用できるよう運用がされている．LA21の実施
状況を評価する手法「ニュ ・ーパブリック・マネージメント・ソリューショ
ン」（New public management-solutions）は，英語を共通言語として用い，
継続的な取組を評価するためのインターネット・オンラインで自己評価を
行うことができるツールである．欧州では，LA21の取組に対する一定の
評価（賛成）はみられる一方で，持続的発展へ向けた取組は成功している
のか，又は成功とはいえない状況にあるのか判断する指標である「Local 
Evaluation 21」は有用といえるのか，評価するための指標自体を疑問視
する声も出ている．「Local Evaluation 21」の評価基準は，1）自治体にお
ける問題点の特定，2）地域的な関心度とプロセスへの貢献度，3）地域
的プロセスに利用が許される資源，4）地域の持続的発展に関する既存計
画，5）プロセスへのセクター横断的な統合の度合い，6）住民参加者の水準，
7）自治体と社会の他の公的なアクターとのパートナーシップの度合い，8）
社会における問題に関する認知度，9）継続状況の評価，である.
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　調査・分析を行ったオーボアカデミーのMarko Joas教授は，上記の評価
基準に関する問題点について，自治体が利用可能なツールとして「ニュ ・ー
パブリック・マネージメント・ソリューション」を開発したことは各地域
の取組を促進させる上で第一歩を踏み出したとして評価している．一方問
題点は言語が英語に限定されたことで，自治体が中心となりプロジェクト
を推進するためには高い英語力と調整能力を持った環境コーディネータ
（責任者）を配置する必要があり，人材の能力に左右された点を指摘して
いる．さらに，プロジェクト推進には利害関係者間でワークショップを開
催するなど「議論の場」を持つことが重要であるが，このような「場」を
調整し，設定する作業を自治体が自ら行う必要があり，自治体の負担になっ
ていると指摘している．23
　下位地域協力を進め，それを評価する段階にきているバルト海沿岸地域
の取組は，自治体間協力の難しさを露呈している．本稿の目的にあるよう
に，上位協力と下位地域協力を同時に進めることは大変重要ではあるが，
成果がみえないプロジェクトに対し無尽蔵に資金を注ぎ込むことは費用対
効果が低く，投資と時間の無駄になることから，効果的なプロジェクト実
施が行うための支援組織を立ち上げていくか，又は責任ある機関として特
定していくかが鍵になろう．
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図表10　地域環境政策の概要
　 
（出所）筆者作成
10．東アジアにおける地域環境協力モデルの構築
　東アジア地域における環境負荷低減，持続可能な都市（循環型社会）形
成に資する効果的な環境協力モデルを検討する際には，同地域で環境協力
を推進する組織の役割及び組織統合が不可欠である．さらに地域の環境行
動計画の策定と実施体制の整備については，中国，モンゴルやベトナムな
ど市場経済移行国の参加が得られやすい実施手法・評価手法を検討するこ
とである．東アジア地域では政治的イデオロギーの相違からNGOや市民
団体を支援することが難しい一方，内発的な進展を促す環境NGOは役割
を急速に発展させている．このような状況下で「市民参加モデル」を推進
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するには，先進的な環境配慮型都市を目指すトップダウン型の手法とバル
ト海地域のような段階的に環境協力を進展させる積み上げ方式との組み合
わせが有効であろう．
　
10.1　認識共同体の存在と役割
　政治学者のピーター・ハースは，1992年に地中海の環境取組の研究結
果を例に挙げ，技術官僚，国際機関職員，科学者等の国家を越えた専門家
コミュニティが共通理解を作り出すための専門家集団からなる認識共同体
（Epistemic Community）が存在することを示した．また「地中海行動計画」
の成功要因は，認識共同体が国際会議の議題を作り，自国の国際協力への
支援と国内における強力な汚染防止対策の導入を成功させるなど，国内の
政治にも影響を及ぼしたことを指摘し，その役割が多国間交渉の初期段階
における問題設定と行動計画の発効段階において加盟国を合意に導いた点
で効果的があったこと，認識共同体が政策決定者の要求に応じて受動的に
情報を提供するのではなく，政府機関等にアクセスし，公共政策を策定す
る上でアイデアを積極的に助言・提案するなどの役割を果たしたことを評
価している．バルト海地域では，科学者が自然発生的に存在する集団では
なく，国際機関や各国政府によって選ばれた科学者等がワーキンググルー
プの構成員となる，これが認識共同体と呼ばれている集団である．認識共
同体は，政治的影響力を念頭において政策決定者等に対し適切な情報及び
知識を伝える点に傾注していることが特徴である．このように認識共同
体は，地域の共通認識の醸成とクライテリアの設定，不確実性の高い環境
問題・環境課題への対応を決断する際の基準を決定付ける役割を担う．す
なわち科学的なデータの蓄積や事実の解明が政策に影響を与えうる場合に
は，この認識共同体の存在がレジーム形成の重要な鍵となる．
　
10.2　認識共同体の形成
　東アジア地域では，特に越境大気汚染問題について各国の立場にはまだ
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隔たりはあるものの，環境問題の改善及び持続可能な発展と開発において
の共通認識は持たれている．三重大学の朴教授は，四日市での公害問題の
経験から得られた「四日市学」は，大気汚染問題について迅速かつ有効な
環境協力を行うため，行政や研究者，企業，市民やNGOなどによる認識
共同体を構築させる有効なツールになると指摘する．24 地域規模の環境問
題を解決するにあたり国家間の利害関係が障害になるが，環境問題の解決
のためには高度な専門知識と地域や国家間の利害関係にとらわれない考え
方が必要になる．朴は専門家集団のネットワークである認識共同体によっ
て，国益が衝突し，適切な解決策が実現できなくなる状態を回避し，統一
した解決策を各国政府が受け入れやすい体制が形成されることも期待され
ることから，東アジア地域における認識共同体の存在とその役割の重要性
を指摘している．25 加藤教授は，認識共同体の形成・存在は環境レジーム
にとって必要条件でも，十分条件でもないが，それが存在すれば特定の問
題領域において国際協力が進みやすくなり，それが場合によってはレジー
ムの形成につながることもあると指摘する．26 すなわち認識共同体の形成
は，東アジアでの地域環境協力を発展・推進させる要因となりうることか
ら，バルト海地域と同様に意図的に科学者集団であるワーキンググループ
を構成させ，科学的な調査研究の多くを分析するなど，政策提案を行う機
関として位置づけていくことも必要であろう．
10.3　地域環境協力の進展の弊害と優先すべき課題
　中国では，2009年1月に「循環経済促進法」を施行するなど資源管理，
環境保護等に関する取組が前進した．その一方で東アジア全体の地域環境
協力においては，越境大気汚染，水銀対策などで条約化に向けた取組が遅
れている．これは東アジア地域が欧州諸国等とは異なり政治・経済的に複
雑である上に，技術的な不確実性とグローバルな問題の複雑さなどが国家
間の調整を難しくし，環境改善に向けた施策が効果的に進まない原因の一
つである.今後東アジア諸国が目指す「持続可能な都市（循環型社会）」の
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目標は，前述したバルト海沿岸諸国が目指す最終目標と大きな差異はみら
れない．共通する目標を達成するまでの政策手法や達成期間は異なるにし
ても，地域環境協力の推進と，強力なガバナンス体制の構築，地域間での
社会的規範力の存在，地域が目指す環境目標を達成させる上で市民社会を
巻き込み，専門家と政府関係者，NGO，市民等が共有できるコミュニティ
の存在が地域環境協力の形成にとって重要な原動力となるであろう．日本
は，東アジアにおいて地域環境協力を推進するために各国の持続可能な発
展を目指す環境取組を支援するために，日本の優れた環境技術や人材・知
恵を効果的に活用させる環境協力戦略を練る必要がある．その仕組みとし
て，以下に東アジア地域で環境協力を進展させる上での課題を提案する．
　第一に，酸性雨等の越境大気汚染や海洋問題等の特定の環境問題に対処
するための規範や規則を含んだ「環境レジーム」を形成し，各国間の経済
格差を補う相互補強体制の確立を図る．
　第二に，国際的な諸アクター間の交流・連携を保ちながら交流する政府，
自治体，研究者，NGO等からなる重層的なネットワーク化を図る．その
中で重要な役割を果たすのは，自治体の取組であり，都市間連携などによ
る知識や情報の交換，環境取組の推進事例，環境技術の移転など，これま
で以上に重要度を高める必要がある．
　第三に，総合的な環境管理，環境改善プロジェクトを実施し，その実施
プロセス及び実施結果を統合的な評価指標を用いて行い，その結果を公表
するなど一般市民の参加が得られ易いように可視化する．
　第四に，専門家集団からなる「認識共同体（epistemic community）」を
構築し，国家間の利害関係の調整や国際的な政策を提案する機能の強化を
図る．
　第五に，ソーシャルネットワーク等を活用し、環境情報のオープンな開
示と参加可能な社会環境づくりを整備する，の５点である．
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11.　おわりに
　東アジア諸国の各都市を中心とする環境変化よる影響は，大気汚染，水
質汚染・汚濁，廃棄物の不適切な処理，気候変動等に起因する災害等によっ
て深刻な状況は続いている．各国の被害状況は，国内・国外を問わず拡散
し，しかも加害者と被害者の双方の関係が複雑に入り混じり，解決の糸口
を見いだせないまま国内や国外へ越境汚染として拡散している．この結果，
人体や生態系に甚大な影響を及ぼし，想定を超えた大規模な自然災害を引
き起こす原因となっている．汚染拡大による人体や生態系へ影響は，都市
部のみならず農村部においても長い時間をかけて浸食・拡散したことから
多くのリスクが蔓延する．さらに大型台風や地震等の発生率は年々増加し，
生活環境は災害の発生で一気に破壊され，被災地では伝染病が広がってい
る．この状況の改善には，国際協力による汚染源の迅速な特定と対応，国
内の予防策支援，都市内部のインフォーマルセクターを支援し，環境悪化
と健康リスクを軽減させる予防と対処策を講じる国際協力枠組の強化が必
要である．
　横浜市立大学が中心的な役割を担うアカデミックコンソーシアム
（IACSC）では，国際都市を中心としたネットワークを形成し，都市問題
の解決向け各国の大学の研究者等と研究を行っている.今後は，東アジア
地域の自然災害による影響を最小限に留めるために，国際協調に基づく国
際協力政策の進展の可能性について研究を行う必要がある．そこで国際協
力政策を進展させる要素は，１）国際協調に基づく国際協力（上位地域）
の強化，２）下位地域協力による都市間連携の拡大，３）越境汚染防止環
境行動計画の策定と実施のための資金協力枠組の構築，の3点であると定
義し，汚染物質削減，環境負荷低減，生活者の健康維持，疾病蔓延防止，
生物多様性保護，減災のための環境負荷低減を早期に実現させ，暮らしや
すい都市環境へ回復させるための国際協力政策を検討することが大切であ
ると感じている．
　環境分野で研究を継続して行い， 東アジアにおいて環境保護・改善に資
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する研究及び実践活動を行うためには，2015年９月の「国連持続可能な
開発サミット」で採択された，17の目標と169のターゲットからなる「持
続可能な開発目標（SDGs）」を達成させるために，国際協力政策を進展
させることである.国際協力政策を進展させる上で以下の3つの可能性が考
えられる.　
　１）国際協調に基づく国際協力の進展は，越境大気汚染防止に関する政
策枠組，「東アジア酸性雨モニタリングネットワーク（EANET）」と「越
境煙害に関するASEAN ヘイズ協定」があるが，これまでの取組では環境
負荷低減，生物多様性の維持・回復の効果は極めて限定的であった．しか
しヘイズ協定の批准に対応が遅れていたインドネシアが，2015年6月に条
約に批准したことにより，アジア初の国際協力の枠組が整った．これを機
に，東アジア地域，とりわけ日本，中国，韓国を含めたアジア広域のネッ
トワークであるEANETへの期待は大きく膨らみ，EANETを活用した東
アジア地域の枠組を強化することである.特にEANETの科学諮問委員会
（SAC）27では，バルト海沿岸地域と同様に科学データの収集・分析が長
年にわたって行われており，酸性雨のみならずPM2.5等の大気汚染監視を
強化している．
　２）下位地域協力による都市間連携の進展は，都市内部のインフォーマ
ルセクターの進展によるボトムアップ型の取組が不可欠である．東アジ
ア地域における環境予防と減災の取組は，行政，企業，NPO/NGO，市民
レベルで協働する「官民と市民社会のパートナーシップ（Public-Private-
People Partnership）」手法が効果を挙げている．下位地域協力による都
市間連携は，SDGsを達成させるための国際協調に基づく上位地域と合わ
せて行うことで，重層的で実行性の高い国際協力モデルを展開することが
できる．
　３）越境汚染等防止のための環境行動計画の策定と資金協力枠組の構築
は汚染拡散防止に必要不可欠である．各国・各地域の汚染箇所と改善すべ
き優先箇所を特定するために情報を共有し，適切な技術協力と資金援助を
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どこで受けるべきか，環境取組の促進と支援体制の構築を図り，各国の国
内法・制度の改革・整備を促進させることが鍵となる．さらに汚染源の特
定，削減すべき汚濁負荷量の決定，環境改善計画の策定などを行う．経済
格差のある国々を考慮した資金メカニズムを整備することは，東アジア地
域全体の経済状況から判断し対応することができるので，客観的な評価に
基づく実行性の高い支援となるであろう．
　（青　正澄）
　本稿は，博士論文（2004年）「バルト海沿岸地域における地域環境レジー
ムの形成過程に関する研究 : 北東アジアの地域環境協力への示唆」，及び，
科研費（2009年度～ 2011年度）「東アジア地域における環境協力モデル
構築に関する研究」の成果を基に執筆した．
【脚注】
1 EANET: Acid Deposition Monitoring Network in East Asia 
2 NOWPAP: Marine and Coastal Environment of the Northwest Pacific Region
3 EMEP: European Monitoring and Evaluation Programme
4 CLRTAP: Convention on Long-range Transboundary Air Pollution
5 HELCOM: Baltic Marine Environment Protection Commission
6 Kristine Kern and Tina Löffelsend, Marko Joas、Detlef Jahn、Kristine 
Kern, 
 2008. ”Governing a Common Sea: Environmental Policies in the Baltic Sea 
Region”, 
 Earthscan. pp.115-142.
7 Tanpani Kohonen.2003. “Finnish Strategies for Protection of the Baltic 
Sea”, Ministry of the Environment. Pp.1-9.
8 Ronnie Hjorth. 1992. “Building International Institutions for Environmental 
Protection: The case of Baltic Sea Environmental Cooperation” Linköping 
University. Pp.129-136.
9 2002年8月26日，ヘルシンキ委員会事務局長Mieczyslaw S. Ostojski氏（2003
年退官）への聞き取り調査による（HELCOMにて）． ヘルシンキ条約では，
第5条・6条がそれに該当する．
 第5条：有害物質　
 Article 5　Harmful substances　（1992年改訂後の条文）
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 The Contracting Parties undertake to prevent and eliminate pollution of the 
marine environment of the Baltic Sea Area caused by harmful substances 
from all sources, according to the provisions of this Convention and, to this 
end, to implement the procedures and measures of Annex I.
 第6条　陸上起源の汚染に関する原則と義務　
 Article 6　Principles and obligations concerning pollution from land-based 
sources
 1.  The Contracting Parties undertake to prevent and eliminate pollution 
of the Baltic Sea Area from land-based sources by using inter alia Best 
Environmental Practice for all sources, - -7 and Best Available Technology 
for point sources. The relevant measures to this end shall be taken by 
each Contracting Party in the catchments area of the Baltic Sea without 
prejudice to its sovereignty.
 2.  The Contracting Parties shall implement the procedures and measures 
set out in Annex III. To this end they shall, inter alia, as appropriate co-
operate in the development and adoption of specific programmes, guidelines, 
standards or regulations concerning emissions and inputs to water and air, 
environmental quality, and products containing harmful substances and 
materials and the use thereof.
 3. Harmful substances from point sources shall not, except in negligible 
quantities, be introduced directly or indirectly into the marine environment 
of the Baltic Sea Area, without a prior special permit, which may be 
periodically reviewed, issued by the appropriate national authority in 
accordance with the principles contained in Annex III, Regulation 3. The 
Contracting Parties shall ensure that authorized emissions to water and air 
are monitored and controlled.
 4. If the input from a watercourse, flowing through the territories of two or 
more Contracting Parties or forming a boundary between them, is liable 
to cause pollution of the marine environment of the Baltic Sea Area, the 
Contracting Parties concerned shall jointly and, if possible, in co-operation 
with a third state interested or concerned, take appropriate measures in 
order to prevent and eliminate such pollution.
10 第3条「基本原則と義務」　
 Article 3　Fundamental principles and obligations（1992年改訂後の条文）
 1. The Contracting Parties shall individually or jointly take all appropriate 
legislative, administrative or other relevant measures to prevent and 
eliminate pollution in order to promote the ecological restoration of the 
Baltic Sea Area and the preservation of its ecological balance.
 2. The Contracting Parties shall apply the precautionary principle, i.e., to 
take preventive measures when there is reason to assume that substances 
or energy introduced, directly or indirectly, into the marine environment 
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may create hazards to human health, harm living resources and marine 
ecosystems, damage amenities or interfere with other legitimate uses of 
the sea even when there is no conclusive evidence of a causal relationship 
between inputs and their alleged effects.
 3. In order to prevent and eliminate pollution of the Baltic Sea Area the 
Contracting
 Parties shall promote the use of Best Environmental Practice and Best 
Available Technology. If the reduction of inputs, resulting from the use of 
Best Environmental Practice and Best Available Technology, as described 
in Annex II, does not lead to environmentally acceptable results, additional 
measures shall be applied.
 4. The Contracting Parties shall apply the polluter-pays principle.
 5. The Contracting Parties shall ensure that measurements and calculations 
of emissions from point sources to water and air and of inputs from diffuse 
sources to water and air are carried out in a scientifically appropriate 
manner in order to assess the state of the marine environment of the Baltic 
Sea Area and ascertain the implementation of this Convention. 
 6. The Contracting Parties shall use their best endeavors to ensure that the 
implementation of this Convention does not cause transboundary pollution 
in areas outside the Baltic Sea Area. Furthermore, the relevant measures 
shall not lead either to unacceptable environmental strains on air quality 
and the atmosphere or on waters, soil and ground water, to unacceptably 
harmful or increasing waste disposal, or to increased risks to human health.
11 2002年8月26日，ヘルシンキ委員会事務局長Mieczyslaw S. Ostojski氏（2003
年退官）への聞き取り調査による（HELCOM 事務局に於いて）．
12 2002年8月26日，　ヘルシンキ委員会PITF事務局Claus Hagebro氏への聞き
取り調査による（HELCOM 事務局に於いて）
13 HELCOM Programme Implementation Task Force (HELCOM PITF). 1999. 
“Criteria for inclusion and deletion of Hot Spots:PROCEDURES and 
Guidelines for inclusion and deletion of Hot Spots”（Annex.3）. pp.1-11; 
HELCOM. ”The Baltic Sea Joint Comprehensive Environmental Action 
Programme(JCP). Annual Report.
14 当時は，EUROの前のECU(エキュー )は，参加国の為替レート・メカニズム
の標準単位を示す　１ECU＝約1.20ドル（1999年当時）
15 EU通貨統合以降，これまで使用されていたECUの単位から，EUROの単位
に変更になっている
16 2003年9月19日にUnion of Baltic Cities(UBC)の事務局長Paweł Żaboklicki氏
への聞き取り調査に基づく（UBC事務局に於いて）.
17 Helsinki Commission. 1994. “Baltic Sea Environment Proceedings, Guidelines 
for The Third Pollution Load Compilation (PLC-3).”　Nr.57. pp.1-3.
18 ibid.
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19 2002年9月2日にREC Estonia局長のTuuli Rasso氏とAnne Kivinukk氏への聞
き取り調査に基づく（REC Estonia事務局に於いて）．
20 2003年9月8日にスウェーデン環境保護省Baltic21事務局の氏への聞き取り調
査に基づく（スウェーデン環境保護省に於いて）．
21 同上
22 2002年9月5日にラトビア環境保護・地域開発省，環境保護部環境情報戦略長
のJanis Zaloksnis氏への聞き取り調査に基づく（ラトビア環境保護・地域開
発省に於いて）
23 Marko Joas.2007.Beslustsstödsystem för kommuner genom kontinuerlig　
sjålvutvårdering på Internet:Datainsamlingens metod. Rellabllitet, validitet 
och komparabilliet, Åbo Akdemi University Occasional Papers Series. pp.5-7.
24 朴恵淑，2005年，『四日市学-未来をひらく環境学へ-』，風媒社，42頁
25 朴恵淑，前掲書，210頁
26 加藤久和，2004年，「アジアにおける地域環境レジームの形成－評価と展望（序
説）」，346頁，『名古屋大学法政論集』第202号，名古屋大学
27 SAC: The Scientific Advisory Committee 
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Hamburg, Germany(1994)
No.60 Activities of the Commission 1994 (1995)
No.62 Activities of the Commission 1995 (1996)
No.72 The Baltic Sea Joint Comprehensive Environmental Action Programme: 
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【追加参考資料】
１．バルト海沿岸地域の主な海洋環境政策の歴史的経緯
年　代 バルト海沿岸地域の主な海洋政策およびそれに関連する動き
1960年代 62年，バルト海鮭保存条約
69年，油濁公海措置条約，油濁民事責任条約締結
1970年代 70年代に環境汚染がピークに達する
72年：国連人間環境会議（ストックホルム）開催　　※環境破壊抑制が優先課題
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同年，OECD環境政策勧告
73年，MARPOL（海洋環境保護）条約締結　※1978年に発効　　
同年，グダンスク会議「The 1973 Gdansk Convention on Fishing and Conservation of 
the Living Resources in the Baltic Sea and the Belts（バルト海およびバルト地域におけ
る生物資源の採取と保護に関する会議）」開催
同年，EC第１次環境行動計画（73－76年)採択
74年，北欧環境保護条約締結　
同年，バルト海環境保護委員会（HELCOM）　フィンランドに設置　　
※1969年・70年の２回，汚染に対する沿岸諸国の代表者会議によって設置を決定
同年，「バルト海海洋環境保護ヘルシンキ条約」締結　
同年，OECD環境政策宣言，PPP実施勧告
75年：全欧安全保障協力会議(CSCE)設置
※東西両陣営間での対話が進められた
77年，EC第２次環境行動計画（77－81年)採択
78年，MARPOL（海洋環境保護）条約78年議定書締結
1980年代 80年，ヘルシンキ条約発効
80 ～ 95年，「年次活動計画(Activities of the Commission)」の立案・報告　
82年，EC第３次環境行動計画（82－86年)採択
83年，MARPOL74 ／ 78条約（本文・付属書Ⅰ・Ⅱ）発効
85年，MARPOL議定書改正
86年，「第1回バルト海海洋環境の現状のアセスメント（80-85年）」報告　
87年，第Ⅰ期（87-89）バルト海汚染負荷編成(Pollution Load Compilation) 
同年，EC第４次環境行動計画（87－92年)採択
89年，バルト海沿岸地域の船舶からの廃棄物受け入れに関する報告（MARPOL）
1990年代 90年，「バルト海環境宣言」採択
　※ スウェーデン・ロネビー（Ronneby）に集まったのは，協力国際金融機関，バルト
諸国および他の利害関係国，EEC (European Economic Community：ヨーロッパ経
済共同体)等 
同年，「第２回バルト海沿岸地域海洋環境の現状のアセスメント（84-88年）」報告
91年，バルト三国独立，ロシア誕生
92年，「バルト海包括的環境行動計画（JCP）」採択 
　※ バルト海沿岸地域を健全な生態学的バランスの状態に修復するための共同計画を目
指し，バルト海地域保護の成功のため，透明性，大衆の意識，およびNGOによる仕
事の重要性を認識，より密接な協力のための行動を示した．
同年，「バルト海沿岸地域における海洋環境保護のためのヘルシンキ条約」改正
　※2000年1月17日発効
同年，「2010年に向けた環境目標と戦略計画」（VISION & STRATEGIES AROUND 
THE BALTIC 2010）〔VASAB2010〕の採択 
　※1993年から実施
93年，第Ⅱ期バルト海汚染負荷編成（PLCⅡ）報告〔90 ～ 93年〕
同年，EC第５次環境行動計画（93－2000年)採択
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96年，「活動に関する概観(Overview in Activities)」の作成・報告」
同年，「第３回バルト海沿岸地域海洋環境の現状のアセスメント（89-93年）」報告
98年，「バルト海の包括的環境に関する共同行動計画〔改定〕」
同年，「Agenda21 for the Baltic Sea region － Baltic21」採択
　※ Baltic21は，1996年5月にVisbyでの首脳会議と同年6月のthe council of the Baltic 
Sea States(CBSS)の枠組みの内で提案された．
同年， 「オーフス条約(Århus)環境問題における情報アクセス，意思決定への市民参加お
よび司法アクセスに関する条約」の締結
　※2001年10月30日発効，情報公開の拡大で市民による監視を重視した．
99年，第Ⅲ期バルト海汚染負荷編成（PLCⅢ）報告〔94 ～ 99年〕
２．地域環境政策の概要
政策名 導入時期 計画内容 政策導入の論点／導入背景
北欧環境保護条約 1974年締結 国内の環境影響評価手続きを，
国境を越えて実施すること，外
国における被害は自国で生じた
ものとみなし，将来の被害も対
象とし，情報公開することが定
められた．
国内法の相互乗入れ制度の実現
により情報提供，情報共有，事
前協議の制度，調停制度が確立，
越境環境汚染問題に対する取組
の素地を構築した．
ヘルシンキ条約
（バルト海沿岸地域
の海洋環境保護に
関する議定書）
ヘルシンキ条約改
訂
1974年締結
1980年発効
条約の目的は，特定の海洋地域
の汚染防止と制限，陸上・海洋
を問わず海洋環境に係わる全て
の有害な汚染に対する監視・保
全活動を実施することである．
目的達成には，国ごとの対応以
外に，地域環境協力や国際的な
措置が不可欠である，とする共
通の認識に基づいた地域環境協
力の枠組みを形成する．
海洋環境保護には，綿密な地域
間協力，その他の適切な国際的
手段によって達成されるもので
あるという認識の下に，海洋汚
染防止と制限，陸上・海洋を問
わずあらゆる種類の汚染に対す
る保護活動を目的とした．
1992年締結
2001年発効
旧社会主義国家の崩壊で，バル
ト海沿岸地域の構図の変化に伴
い，バルト海沿岸地域における
国際協力をより一層強固なもの
に発展・充実を図る目的から改
正された．
年次活動計画 
(Activities of the 
Commission)
1980年より
1995年まで
１）環境委員会，２）技術委員会，
３）海事委員会，４）汚染除去
委員会，５）実行委員会におけ
る年間の活動目標，実行計画を
詳細に取りまとめ実施する．
各国が共有する活動目標・実行
計画に基づき，計画を遂行する
とともに，情報開示を進める上
での指針とした．
バルト海沿岸地域
海洋環境の現状の
アセスメント
1980年から
1993年まで
バルト海集水域と海洋の汚染状
況の的確な把握，汚染対策とと
もに情報共有化に向けた指標づ
くりに役立てることを狙いとす
る．
バルト海沿岸地域内で共通する
指標作成，モニタリング実施結
果等の情報を広く公開していく
ことを規定した．
バルト海汚染負荷
データ集
1987年より 各国が汚染負荷量データを定期的
に測定する為に，流入する汚染物
質のモニタリング，汚染監視，汚
染負荷低減に関する測定，アセス
メント結果に関する情報提供等を
含むガイドラインを規定した．　
各国のデータの質改善，適切な
評価を行う為に，締約国に対し
て汚染負荷量データを作成する
目的を明確にし，データ評価及
び測定・収集の為の方法の根拠
を規定した．
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バルト海包括的環
境行動計画（JCP）
JCP〔改定〕
1992年採択 主な内容は，１）優先順位設定，
２）汚染源確認，３）非点汚染
源確定，４）改善計画の具体的
な提言，５）予想される汚染負
荷減少量，投資費用の見積作成，
６）国際的金融機構や援助供与
団体，国内の基金から速やかに
資金調達が可能な実施計画の作
成を行う．
汚染源の措置を目的とした計画
が不可欠であるという認識の下
に作成した．
1998年採択 プログラムの作業結果，資金，
汚染負荷量等を明確にした上
で，作業の継続および増資額の
検討・見直しを図った．JCPに
よる浄化作業の対象リストへの
登録・削除に関するガイドライ
ンの作成を行い，基準を明確に
した．
より高い透明性，市民の環境に
対する意識の向上，およびNGO
の役割の重要性を再認識させ，
ヨーロッパの発展と，密接な協
力関係の構築を図る．
バルティック21
（Baltic21）
1998年採択 7つの分野（農業分野，エネル
ギー分野，漁業分野，森林分野，
工業分野，交通運輸分野，観光
分野）にわたる部門別の目標と
空間計画，上位目標を設定．目
標達成に向け地域の発展を継続
的に監視するために，各分野の
核となる精巧な指標を作成し
た．
他の地域や地方行政の持続可能
な開発への具体的な目標を設定
し，それらの目標に向けた発展・
進歩のための継続的監視を始め
るという役割を担うことが期待
されている．
環境問題に対する
情報アクセス，意
思決定への市民参
加，および司法ア
ク セ ス に 関 す る
UNECE条約（オー
フス議定書）
1998年批准
2001年発効
１）環境情報へのアクセス，２）
環境問題に関する意思決定プロ
セス(環境計画・政策)への住民
参加，３）司法へのアクセス等，
市民が行政部門の有する環境情
報へのアクセスを可能にする権
利と政府・行政機関が環境情報
を収集・発信する義務を負うこ
とを定めた．
情報取得の権利の保障により，
公的機関は随時情報を収集・公
開，提供しなければならない．
これによって化学物質の排出量
や移動量に関するデータ，環境
マネジメント関連の環境情報の
開示が重視された．
３．地域環境協力機関の活動内容等
地域環境協力機関 活動内容等
北欧議会
Nordic Council　
（1952年設立）
◇ 北欧議会は，外交・安全保障問題を除く経済・社会全般に関する北欧協力を
推進することを目的としている．デンマーク，フィンランド，アイスランド，
ノルウェー，スウェーデンが参加．
◇ 1972年から政府間協力のフォーラムとして北欧閣僚会議を開催．それ以降，
サミット会議と各閣僚会議がおよそ2年に1度の頻度で開催されている．サ
ミット／各閣僚会議の議長国は各国持回り，1年任期とされており，各会議
における決定は全会一致方式である．この下に各国の事務次官レベルで構成
される委員会設置，閣僚会議への情報提供・提言を行う．
◇ 北欧議会は，1990年頃より環境問題を通じたバルト海沿岸諸国に対する援
助を行ってきた．バルト海沿岸諸国への援助計画を実施に移す為，NEFCO
（北欧環境金融公社）を1990年に設立．NEFCOはバルト海の汚染関連，及
び同地域の越境大気汚染関連の環境調査等のプロジェクトへ，優先的融資を
行なっている．また北欧金融グループの一員であるNIB（北欧投資銀行）も，
1997年よりバルト海諸国へ熱供給発電システムの改善等の小中規模環境プ
ロジェクトを始めとする数々の環境プロジェクトへの融資を開始．
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環バルト海諸国評議会
CBSS
（1992年設立）  
◇ バルト海沿岸地域における民主化の実現，旧ソ連・東欧諸国の市場経済移行
への支援，バルト海の環境汚染への協力を行う．
◇ 1991年，第1回環バルト海沿岸地域協力議員会議が議員レベルで行われた．
その後，1992年，北欧4ｶ国，バルト三国，ドイツ，ポーランド，ロシアの
10 ヵ国の外務大臣と欧州委員会代表の参加を得て，第1回環バルト海諸国評
議会（CBSS）が開催された．
◇ 活動促進の為に，外務大臣会議，高級事務レベル間会議（CSO）を年1回開催．
議長国は各国持回りで行う．その下に複数の作業グループが定期的に会議を
行っている．
◇ 1996年には，サミットレベルでの会議も開催し，以後2年に1度開催．
◇ 2000年開催の第3回サミットでは，CBSSが将来的には，域内全ての政府間・
多国間協力を包摂するようなものになるべきことが提言された．
バルティック21事務局
Baltic Agenda 21　
（1998年設立）
◇ 行動計画では，7分野（農業，エネルギー，漁業，森林，工業，交通運輸，観光）
にわたる部門別の目標，空間計画，上位目標を設定．
◇ 目標の達成に向けた地域発展を継続的に監視するために，空間計画での目標
を除いた各分野で核となる精巧なガイドラインおよび指標を設定．
◇ 各国のデータは，作業の重複を避け活用しやすく集約．バルト海沿岸地域が
進むべき方向を議論する上で，必要な情報提供の役割を果たす．
◇ 資金メカニズムに関しては，事務局運営費は，エストニア，ラトビア，リト
アニア，アイスランドが各々 4 %，デンマーク，フィンランド，ドイツ，ポー
ランド，スウェーデン，ノルウェー，ロシアが各々 12 % を負担している．
◇ バルティック21のメンバーである国際金融機関―EBRD，EIB，NEFCO，
NIB，世界銀行―も重要な資金供給源としての役割を担っている．また
Baltic21では，Project Financingに関する作業グループ会議も設置され，プ
ロジェクトの優先順位を決定している．
バルト海下位地域協力
BSSSC　
（1993年設立）
◇ 下位地域レベル（州や県レベル）の地域が今後取組むべき優先分野に関する
ガイドラインの作成，特定地域の協力プロジェクトの実施に関する推進・管
理を行う．
◇ プロジェクト実施に当たっては，１）施設建築と人間関係，２）経済開発と
経済協力，３）自然保護と環境からなる作業グループを設置し専門的知識の
提供・情報の共有化を図る．
◇ 国家・超国家レベルとローカルレベルとの架け橋になることで，経済力や人
口規模に係らず，各国家・地域が平等に参加できるボトムアップ型の統合機
構を目指している．
バルト海都市連合
UBC　
（1996年設立）
◇ 活動目的は，バルト海沿岸地域における地方自治体レベルでの，１）ビジネス，
２）文化・教育，３）環境，４）健康・社会福祉，５）スポーツ，６）観光，
７）交通・輸送・都市計画，でバランスのとれた都市の開発である．
◇ UBCの中の環境委員会では，バルト海沿岸地域で地方自治体と関連する組
織が「BLA21フォーラム」のネットワークの構築，バルト海の環境監査，
バルト海沿岸地域の都市や町の良質な環境づくりのための支援を行ってい
る．
中東欧環境センター
REC
(1990年設立）
◇ 全ての環境問題に関する地域環境協力及び市民参加の促進を通じて中東欧諸
国の民主化を支援することを目的として設立され，国際センターとしての機
能を果たしている．
◇ RECはREC憲章を制定しており，この憲章には，ハンガリー，アメリカ，
EU をはじめ，日本，アルバニア，オーストリア，ブルガリア，クロアチア，チェ
コ，デンマーク，フィンランド，エストニア，ハンガリー，ラトビア，リト
アニア，オランダ，ノルウェー，スロバキア，スロベニア，スイス，ユーゴ
スラビア，イタリア・マルタが署名している．
◇ 資金メカニズムは，日本・アメリカ・西欧諸国・更に一部の中東欧諸国から
の助成金である．このうちアメリカ・日本・EUが最大の資金援助国である．
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ローカル・アジェンダ
21フォーラム
BLA21F
（1997年設立）
◇ バルティック21は，効果的な実施のために，政府と地方自治体・その他の様々
な関連アクターが協調し合い，主要な活動のための政策形成と計画作成，実
施の過程を統合していくことを目的としている．そのためBLA21Fは，住民
意識の向上や教育・訓練，情報公開に取組む他に，地域フォーラム・地域ア
クターのネットワーク化を進めている．
◇ BLA21Fには，デンマーク，エストニア，フィンランド，アイスランド，ラ
トビア，リトアニア，ポーランド，ロシア，スウェーデンの９カ国の大学や
自治体が参加し，バルト海地域諸国のローカル・アジェンダ21（LA21）を
支援し，成功に導くための活動を実施している．
◇ BLA21Fは，ローカル・アジェンダ21の実施過程に関与する利害関係者間の
ネットワーク作り，持続可能な開発に関する情報及び経験を共有するための
活動を行っている．
４．各国の独立年度と国際組織への加盟状況
項目
国名
独立年度 UN加盟年度 EC/EU加盟年度 欧州通貨統合 WTO加盟
デンマーク 1849 1945 1973 不参加 加盟
フィンランド 1917 1955 1995 参加 〃
ドイツ 1990東西 1973 1967 〃 〃
ノルウェー 1905 1945 加盟せず 不参加 〃
スウェーデン 1523 1946 1995 　〃 〃
エストニア 1991 1991 2004加盟予定 対象外 2001年加盟
ラトビア 1991 1991 〃 　〃 　　　〃
リトアニア 1991 1991 〃 　〃 　　　〃
ポーランド 1918 1945 〃 　〃 加盟
ロシア 1991 1945 加盟せず 　〃 非加盟
5.　バルト海沿岸地域の経済状況（2000年）
項目
国名
ＧＤＰ
 (10億$）
GDP1人当た
りの金額($)
GDP1人当た
り成長率*(%)
インフレ率
(%)
労働人口
（百万人）
失業率
(%)
デンマーク 162.3 30,393 2.0 2.9 2.9 4.7
フィンランド 114.7 22,156 2.0 3.4 2.6 9.2
ドイツ 1,794.3 21,898 1.0 2.0 40.5 8.1
ノルウェー 159.4 35,527 3.2 2.9 2.4 3.0
スウェーデン 227.3 25,641 1.2 1.2 4.4 6.0
エストニア 5.0 3,470 ▲0.3 4.1(99) 0.8 11.7
ラトビア 7.1 2,964 ▲3.7 2.7 1.4 7.8
リトアニア 11.1 3,009 ▲3.9 1.0 2.0 10.8
ポーランド 160.9 4,159 4.4 10.2 17.2 15.0
ロシア 246.8 1,699 ▲5.9 20.6 66.0(97) 10.5
日本 4,759.5 37,486 1.1 ▲0.7 67.7 4.7
*GDP １人当たり成長率は，1990－99年の成長率　※都市のみのデータ
（資料）Statistics Finlandから作成
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６．レジームを形成する要素に関する分析結果
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７．ネットワーク形成に関する分析結果
ネットワーク ネットワーク形成 ネットワークの主たる目的およびその成果
Ⅰ 波及支援型
ネットワーク
北欧，ドイツ
↓
ロシア，バルト三国， 
ポーランド他
先進的な社会システム，政策モデルなどのインパクト（波及
力）を他地域で活用し，それをさらにフィードバックさせる
ネットワークであり，北欧やドイツからの環境技術・知識・
情報・資金により東欧諸国等の環境水準を高めるとともに，
そこでの実施結果に基づき更なる技術・知識・経験が発展・
拡大しているネットワーク
Ⅱ 協調拡大型
ネットワーク
国家間連携
↓
国際的な自治体間
一体型構造へ
地域特性（交通・物流），地域資源・環境，経済，福祉等，自
治体が抱える問題点や課題の共通性に基づいて成立するネット
ワークで，Regional（州･県），Local/Municipal（市）単位とし
た国際的な自治体間連携へと発展・拡大させるネットワーク
Ⅲ 補完充足型
ネットワーク
自治体，NGO
↓
ローカル・アジェンダ
SDの推進
人材・知識・技術・情報面での国家間・地域間の相違を互い
にカバーし，補完しあう形で成立するネットワークで，自治
体やNGO等がローカル・アジェンダの実施，持続可能な開
発を推進させる上で発展・拡大させるネットワーク
Ⅳ 市 民 社 会 型
ネットワーク
トップダウン型
↓
ボトムアップ型合意
形成手法へ
政府のトップダウンによる環境取組に加え,大学とNGO,自治体
とが連携を図り，ボトムアップによる合意形成を重視した市
民参加型の環境取組の発展・定着を促進させるネットワーク
